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農政産業観光委員会会議録 

日時      平成２６年６月３０日（月）   開会時間   午前１０時０５分 
                      閉会時間      午後 ４時２７分 
 
場所 防災新館４０３会議室 
 
委員出席者       委員長 塩澤 浩 

副委員長  杉山 肇 
委員    中村 正則  望月 勝  前島 茂松  渡辺 英機 

  樋口 雄一  飯島 修  仁ノ平尚子  永井 学 
 
委員欠席者    なし 
 
説明のため出席した者 

観光部長 望月 洋一  観光部次長 赤池 隆広  観光部次長 塚原 稔 
観光企画・ブランド推進課長 仲田 道弘  観光振興課長 奥秋 浩幸 
観光資源課長 荒井 洋幸  国際交流課長 藤巻 美文 

 
農政部長 山里 直志  農政部理事 樋川 宗雄  農政部次長 橘田 恭 
農政部技監 山本 重高  農政部技監 河野 侯光 
農政総務課長 三富 学  農村振興課長 伏見 勝 
果樹食品流通課長 相川 勝六  農産物販売戦略室長 丹澤 尚人 
畜産課長 駒井 文彦  花き農水産課長 清水 靖  農業技術課長 西野 孝 
担い手対策室長 土屋 重文  耕地課長 渡邊 祥司 
 
公営企業管理者 岩波 輝明  エネルギー局長（企業局長併任） 小林 明 
企業局次長 末木 鋼治  企業局技監 仲山 弘 
エネルギー政策課長 井出 仁 
企業局総務課長 浅沼 潔  企業局電気課長 日向 一郎 
 

  産業労働部長 矢島 孝雄  産業労働部理事 高根 明雄   
産業労働部次長 平井 敏男 
労働委員会事務局長 深尾 嘉仁 
産業政策課長 遠藤 克也  商業振興金融課長 立川 弘行   
成長産業創造課長 手塚 伸  地域産業振興課長 佐野 宏   
産業集積課長 依田 正樹  労政雇用課長 半田 昭仁  産業人材課長 萩原 憲二 
労働委員会事務局次長 青柳 嘉仁 

 
議題（付託案件） 

 第１０５号 山梨県公営企業の設置等に関する条例中改正の件 

   第１０８号 平成２６年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政産業観光委員 

会関係のもの 

 
請願第２３－３号 国に原子力政策の転換を求めることについての請願事項の２及び３ 
請願第２３－６号 「ＴＰＰ（環太平洋連携協定）交渉」への参加に反対する意見書採択 

を求めることについて 
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請願第２３－13 号 原発から撤退し、自然エネルギーへの転換を求める意見書の提出を求
めることについての請願事項の３ 

請願第２６－３号 雇用の安定と労働者保護ルール改悪反対を求める意見書の採択を求め 
ることについて 

請願第２６－８号 「最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書」の採択を求 

めることについて 

 

審査の結果    付託案件については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定した。 

また、請願２６－３号については採択すべきものと決定し、請願２３－３号、

請願２３－６号、請願２３－１３号及び請願２６－８号については、いずれも継

続審査すべきものと決定した。 

 

審査の概要   まず、委員会の審査順序について、観光部関係、農政部関係、エネルギー局・

企業局関係、産業労働部・労働委員会関係の順に行うこととし、午前１０時０５

分から午後１２時００分まで観光部関係、休憩をはさみ午後１時０３分から午後

２時２３分まで農政部関係、休憩をはさみ午後２時３５分から午後３時０６分ま

でエネルギー局・企業局関係、さらに休憩をはさみ午後３時１７分から午後４時

２７分まで産業労働部・労働委員会関係の審査を行った。 
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主な質疑等 観光部 

 

※第１０８号 平成２６年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政産業観光委員会 

関係のもの 

質疑 

（富士山保全協力金について） 

杉山副委員長  対象者として五合目から山頂を目指す登山者となっておりますけれども、来訪

者という観点で言うと、五合目に観光バスで来る方もいらっしゃいますし、世界

文化遺産の構成資産に訪れる方も含めるとかなりの数になると思うんですが、今

回、この五合目から山頂を目指す登山者に限ったということについて何か理由が

ありますか。 

 

荒井観光資源課長 富士山保全協力金制度といいますか、その利用者負担制度を導入するに当た

りましては、有識者による専門委員会を設け、その意見を伺いながら地元の関係

者による会議におきまして御議論を重ねていただいた中で、理念といたしまして、

そういう解釈をしたときに、世界文化遺産に登録された富士山の意義ですとか顕

著な普遍的価値というものを、そこを利用する方に理解していただくことと、そ

うした立場として富士山を後世に伝えていくという意識を持っていただくこと

が重要であるということの中で、構成資産全体を対象とするということにつきま

しては、具体的な徴収の場所とか方法とか、いろいろな課題があるという中で、

富士山の山体の環境保全、それから登山者の安全対策ということを目的とするも

のとして、富士山の協力金として、その受益者となる登山者に応分の協力をいた

だくという制度としたところでございます。 

 

杉山副委員長  徴収方法の確立がまだできていないというようなことも一つの理由になった

と説明にあったのですが、今後、そういうところが解決すれば、将来的にもうち

ょっと広く、例えば五合目に訪れる方とかも含めて対象とすることが可能性とし

ては当然あるということでよろしいですか。 

 

荒井観光資源課長 お手元の富士山保全協力金の概要でございますけれども、ここの３つ目に制

度という欄がございます。これも先ほど言いました会議等で議論していく中で、

より公平で効率的な制度にする必要があるということで、その必要に応じて見直

しを行っていきなさいということになっておりますので、委員がおっしゃったこ

とも含めまして、これから必要に応じて見直しをする場面もあるかと思います。 

 

杉山副委員長  これまでも山小屋の設置や救護所の設置に取り組んできたのですけれども、当

然、今後も取り組んでいくと思うのですが、協力金の使途、用途について、新規

事業だとか拡充事業に限ったんですけれども、これは何か理由があるんでしょう

か。 

 

荒井観光資源課長 富士山保全協力金を充てる事業としましては、先ほど申しましたように五合

目以上の環境保全や安全対策に充てるということにしております。これまでもい

ろいろな事業を行ってまいりましたが、富士山保全協力金制度が今年度から始ま

る新しい制度であるということを踏まえまして、対象とする事業を今年度から始

める新しい事業、あるいは今年度から事業を拡充する部分に充てるということに

しております。 
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杉山副委員長  ２億円という金額をこの協力金ということで見込んでおりますが、かなり大き

い金額になるわけですけれども、協力金ということになりますと、協力していた

だいた方に、納得、理解が必要だと思います。説明ですと、審議会等々で事業を

審議して承認をするということになっていますが、協力をしていただいた方に対

する周知、この協力金や事業の内容をどういうふうに周知をするのか、そのこと

について御説明をお願いします。 

 

荒井観光資源課長 まず、どのようにして事業の把握をするかということでございますけれども、

先ほど申しましたように、具体的な事業につきましては、富士山保全協力金審議

会において審議をしていただくということにしております。これにつきましては、

五合目以上で環境保全や登山の安全対策を行うという、県でありますとか市町村

協議会等に事業を提案していただきまして、これらを取りまとめて審議会に提出

をしていくという流れになっております。そこで承認していただいた事業につき

ましては県あるいは市町村等で予算に計上していくということになります。そし

て、予算として議決をいただいた事業につきましては、ホームページ等を通じま

して、その協力をしていただける方に対しまして具体的な使途として周知を図っ

ていきたいと考えております。 

 

杉山副委員長  先ほどの説明で、いろいろなケースがあるように聞いたのですが、事業に対す

る協力金を拡充していくことについて、具体的な協力金の流れですね、その辺を

もうちょっと具体的にわかりやすく御説明いただきたいと思います。 

 

荒井観光資源課長 富士山保全協力金の流れですけれども、登山者から御協力いただいた協力金、

まず先ほど申しました富士山保全協力金基金に積み立てをいたします。そして、

この基金から各種事業に繰り出しをしまして充当していくということになりま

すけれども、その充当事業は先ほど言いました審議会でご承認をいただいたもの

を議会に出すというふうにしております。通常でございますと、登山期間が終わ

って、協力金の額が固まったところで審議会を開いてこれを次年度以降、どのよ

うな事業に使うかということを御審議していただくことになっておりますけれ

ども、先ほど申しましたように、山梨県等におきましては今年度から新たな事業

を各種取り込んでいくということの中で、今年度は異例でございますが、４月に

審議会を開きまして、御承認いただいた事業を今回の補正予算で上げているとこ

ろでございますけれども、大きく分けまして、県単独でやる事業、これにつきま

しては基金からの繰入金を財源として行うということで、今回は財源更正とさせ

ていただいております。それから、共同でやる事業でございますが、この事業に

つきましては、県事業分につきましては先ほど申しましたように財源更正とした

形で行うと。市町村等に対しましては基金を活用した補助制度を設けまして補助

金を出していくということにしております。通年でございますと、先ほど申しま

したように１０月ごろ収入金額が出ますので、それを参考に来年の収入金額が見

込めますので、それを踏まえまして来年度どのような事業を行っていくのか、先

ほど言いましたように提案をいただく中で、どのような事業に充当していくのか

というのを承認いただいた上で議会にかけて当初予算に計上していくという流

れになります。 

 

（富士山保全協力金について） 

永井委員  まず最初に富士山保全協力金のこの概要の中の金額という部分で、基本１,０

００円ということで、その下に「子どもや障害者等への配慮（協力いただける範

囲の金額）」とありますが、この「子ども」というのは、具体的に何歳ぐらいを
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想定しているのか教えてください。 

 

荒井観光資源課長 小学生以下ということで想定しております。 

 

永井委員  その制度の上のところに「より公平で効率的な制度にするため」と書いてあり

ます。これは、当然、その上にも書いてありますけれども、法的な強制力がない

中で、子供や障害者の方、富士山は自然のものですけれども、あくまでも文化遺

産で登録されたということを考えると、子供は県の博物館とか美術館では、無料

になっていると思います。障害者の方たちもそういった部分で県の施設やいろい

ろな部分で配慮がなされていると思います。この富士山の保全協力金は、あくま

でも法的に拘束力はないというものの、ここで「子どもや障害者等への配慮（協

力いただける範囲）」とするのであれば、この部分に関して小学生以下は、きっ

ちり無料という形にしたほうがよりわかりやすいですし、混乱もないというふう

に思うんですけれども、その辺の考え方をお伺いさせていただいてもよろしいで

しょうか。 

 

荒井観光資源課長 この制度をつくるときにいろいろな御議論をいただく中で、やはり子供や、

障害を持つ方に配慮すべきだという御意見をいただいたのでございますが、やは

りできる限り対象者全員から協力を得られるよう努めるということを目指した

いというところがございまして、議論のまとめにおきましては、対象外を設ける

ということではなく、先ほど言いました、子供や障害者等への配慮をする中で、

あくまでの任意といいますか、協力金、寄附金ということになりますけれども、

そういう中で協力をしていただける範囲でということでお願いしていくという

ことにしております。 

 

永井委員  難しいとは思うのですが、随時見直しを行うということですので、ことし１年

やってみて、やっぱりお子様と障害者に配慮という形ではなくて、私は、できた

ら無料という形にしたほうがわかりやすいんじゃないかと思いますので御提案

をしておきます。 

 

       （富士山下山道等維持管理費について） 

  もう１点ですが、富士山下山道等維持管理費で、下山道八合目分岐音声案内設

置とあります。これは多分、須走口と吉田口のちょうど分岐点の、要は山小屋に

行く方と須走口におりていく方の分岐点だと思うんですけれども、まず、この設

置はこの予算の中でどれぐらいの割合なのか教えていただけますか。 

 

荒井観光資源課長 今、手元に具体的な資料がございませんので、何割ということは今、申し上

げられません。 

 

永井委員  音声案内の設置なので、額的にはパトロールを２回ふやすというのと同じぐら

いの比重でこの中のボリュームとしてはあると思うんですけれども、２年前に富

士山を登山したときに、ちょうどこの分岐点のところで休んでいたんですが、相

当数の方が、吉田口におりたいのに須走口の方に行っていて、違いますよと、私

自身がとめたところがあって、しかもおととし登ったのが８月１日という、本当

にピークのときに登ったのですが、指導員の方は時間によってはいるというふう

なお話も伺っています。多分、その指導員の方たちがずっといられないのでこの

音声案内の設置をするというふうに思っているんですけれども、実は登るときに、

去年の状況はわからないのですが、チラシをもらいまして、こちらが吉田口、須
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走口というふうなチラシはいただいたのですけれども、ことしもそういうチラシ

というのは配布する予定はあるんでしょうか。 

 

荒井観光資源課長 ございます。分岐につきましては、今年度からですけれども、分岐の位置を

少しずらしまして、今までは御存じのように下江戸屋の手前で右と左に分かれる

ということになっていて、山梨側におりる道が山小屋に入るのとどうも誤解され

がちで、道と認識されないというところがございましたので、ことしから静岡と

話をしまして、その道を、一旦静岡におりる道をロープでとめまして、下江戸屋

の前を通る、必ず静岡におりるのを通るという形にしまして、その先で静岡側の

登山道と分かれますので、そこで分岐をするというふうな形にしております。そ

の内容をパンフレット等で周知をしております。 

 

永井委員  それだったら多分、あそこで迷わない。やっぱり、今までの分岐だと山小屋の

前を通るということになるので、大分混乱があったのではないかと思います。今、

この缶バッジを見て、この缶バッジの説明の中にもあるんですけど、登山ルート

の色で表示をして登山道を迷わないようにということで、先ほど課長がおっしゃ

ったとおり、原則は協力金を払うわけですから、そのパーティーの中で、１人は

多分これを払うので、このバッジの黄色におりてくださいという案内が必要だと

思って、多分、そのパンフレットにも当然明記はされると思います。 

  ただ、現場でいろいろと話を聞いてみると、そのパンフレットをもらっていな

い人、要はそのままスルーして行かれちゃうというパターンが結構あると思うの

で、もしその部分で、今この中に案内板とか道しるべの補修とあるんですが、下

山道をおりるときにちょうど１本しかないので、その下山道おりるところに、「吉

田口（山梨）」って大きめに書いてほしいです。山梨下山道は黄色だよっていう

ことを再認識してもらった上でその下山道におろすと、多分迷いがなく行くんじ

ゃないかと思うのと、県外の友人が登ったときに、吉田口というのが山梨だとい

うことが、他県の人たちにぴんと来ないところもあるので、吉田口ルートは当然

吉田口ルートなんですけれども、「（山梨）」をぜひ、もしこの道しるべを改修す

るのであれば、そういった部分も配慮していただけると大分混乱がないんじゃな

いかと思いますので、御提案をさせていただきます。その辺の御見解をお伺いさ

せていただきたいと思います。 

 

荒井観光資源課長 富士山におきます看板等につきましては、静岡、環境省と入りました、富士

山における標識類の統一基準というのをつくっておりまして、その中で文言であ

りますとかを定めてございますので、今の委員からの御提案につきましてはその

協議会のほうで検討していきたいと思います。 

 

（富士山保全協力金について） 

飯島委員  ことしから始める新しい事業なのでいろいろ試行錯誤とかあると思うのです

けれども、ポイントはお金の授受をするわけでありますから、大変なマンパワー

の作業もあるのかなというところで、実施方法及び時間の中でインターネット、

コンビニ払いということがありまして、これは合理的に、なるべくトラブルが起

きないように収納しやすいということだと思うんですけれども、コンビニもいろ

いろなコンビニがあると思うんですけれども、どういうところで払えるのか、納

付書はどんなものになって、どんなふうにそれを配布するのかとか、その辺の計

画。あと、インターネットも６月２０日から開始とあるんですけれども、どうい

うサイトから配信をして、どういう手続きをするのか。私どももなるべく協力し

ていろいろな人に徴収のお願いをしたいと思いますので、それをまずお伺いした
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いと思います。 

 

荒井観光資源課長 まず、コンビニ払いができる店舗でございますけれども、主要な５社といい

ますか、セブン－イレブン、ローソン、ファミリーマート、サークルＫサンクス、

ミニストップ、この５社の店舗での支払いが可能でございます。 

  それから、インターネットに入る入り口ですけれども、山梨県のホームページ

のトップページの右上に「富士山保全協力金はこちら」というバナーが張ってあ

ります。そこのバナーをクリックしていただくと入力画面に行きます。そこで必

要な情報を入力していただくと、受付完了ということでメールが届きますし、プ

リントアウトもできます。 

  そして、インターネットにつきましては、クレジット払いという形をとってお

りますので、実際にお金が入ってくるのは申込みよりずれますので、お金が入っ

てきたところで県から領収証を送ると。それから、コンビニのほうにつきまして

は、コンビニの端末で操作をしていただきますと、レジでチケットをいただけま

す。このチケットの右側が、現地、五合目に来ていただいた方に協力者証をお渡

しするとともに、その半券と引きかえにこれと領収証を渡すという仕組みになっ

ております。 

 

飯島委員  今の説明でよくわかりました。そうすると、もう６月２０日ですからやってい

るということになると思うんですけれども、まだまだどこで取り扱っているかと

いう知名度とかいうのが我々も知らなかったわけでありますから、それをすぐに

やってもらいたい。考えていると思いますけれども、やっていただくというのと、

これは私の考えなんですけれども、普通の納付書と違いますから、何か協力した

くなるような、対象者は山頂を目指す登山者というふうになっていますから、広

く一般ということとはちょっと違いますけれども、お金を払いたくなるようなか

わいい納付書、印刷、デザインとか、そういうことはどういうふうに考えている

んでしょうか。 

 

荒井観光資源課長 説明が足りなくて申しわけありません。基本的にインターネット、コンビニ

の場合は納付書という形ではなくて、先ほど言いましたように、インターネット、

クレジット払い等で申し込んだ方が入力完了のメールを、その打ち出しを持って

五合目に来ていただければお渡しすると。コンビニも先ほど言ったように、チケ

ットという形で出ますので、それを持って五合目に来ていただくと、そこでこれ

と県の領収証という形でお渡しします。納付書ではなくて領収証。納付書という

形はとりませんので、そこでいただいた旨、領収証をお渡しします。 

  納付書を発行してそれで納めてもらうということではなくて、インターネット

の場合は、インターネットで入力していただいて、クレジットで決済をしていた

だく。それで完了です。それでクレジット払いのお金が県に入ってきたところで、

県から領収証をその方にお送りすると。コンビニの場合は端末で操作しますとチ

ケットをレジでいただけますので、そのチケットに富士山保全協力金吉田口１,

０００円とか書いてあります。それが仮の領収証という形で、それを持って五合

目に来ていただくと、先ほど言いましたが、半券と引きかえに正式な県の領収証

をお渡しするということで、ちょっとややこしいのですが、事前に納付書をお渡

ししてそれで払っていただくという形ではなくて、インターネットとか端末を操

作して入力をしていただいて、受け付けましたというものを打ち出していただく。

あるいは、チケットと。それを五合目に持ってきたところで正式な領収証をお渡

しする、記念証をお渡しするというのを基本としております。 
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飯島委員  要するにコンビニにはお金を持っていって、富士山の協力金したいんですけど

って言えば、そこで端末があって、いろいろ教えてくれて、自分で操作してその

証明書を持って五合目に行けばという話でいいんですね。わかりました。 

  まあ、理解できましたけど、そういったことを広く、せっかくやるわけですか

ら、わかりやすい、ホームページでもいいですしチラシでもいいですから、やっ

た方がいいのかなというふうに思います。 

  あと、余計なことかもしれませんけど、対象者が五合目から山頂を目指す登山

者というふうにありますけれども、ふるさと納税ではありませんが、県外にいて

富士山に登りたいけどちょっと体のぐあいが悪い、でも協力したいという人が必

ずいると思いますから、その辺の取り組みというか考え方も、今回始まったばか

りなので、またいろいろな変更も見直しもできるということでありますから、お

考えいただきたい。もう一つ、これは寄附金という言葉を使いましたから、いわ

ゆる寄附控除ということがありますよね。いろいろな特定公益増進法人に寄附を

すると寄附控除があったり、我々も例えば県会議員が個人から寄附をもらうと選

管に届出を出すと資金管理団体で寄附控除ができると、そういうことがあるんで

すが、これもぜひ今後検討していただきたいと。 

 

荒井観光資源課長 まず、先ほどのコンビニ、インターネット等の支払いの方法の周知でござい

ますが、今、協力金に関するパンフレットをつくり直しておりまして、その中で

具体的な方法等を入れていきたいと。それと、県のホームページにそういう使い

方を明記していきたいと、今、その準備をしているところでございます。 

  税額控除につきましては、地方公共団体に対する寄附になりますので、税額控

除の対象になります。それで、これは税務署とも御相談をさせていただきまして、

先ほど言いました領収証がありますので、それを添付していただければ、２,０

００円を超える部分が対象になります。２,０００円以下だと対象にならないん

ですけれども、２,０００円を超える部分についてその領収証を提示していただ

ければ対象になるということで、その辺も周知していきたいと思います。 

 

飯島委員  せっかくですから、２,０００円以上はやっぱり控除になると、パンフレット

をつくっていることでしたからそれも明記していただければ大分違うというふ

うに思いますのでお願いしたいと思います。 

 

（富士山保全協力金について） 

渡辺委員  今回、協力金が五合目以上の登山者の安全と環境保全ということに限定という

ふうな色合いがありますけれども、さっき杉山委員の話がありましたけれども、

やっぱりそういうことを含めた、我々地元の者の考え方というのは五合目以上が

富士山じゃなくて、下から富士山なんです。そういう考え方が強いんですね。そ

れで、必要に応じて見直しを行うという、ここに１項目があるわけですけれども、

特にスバルラインを登る登山客と違って、吉田口の場合は下から歩いて登るとい

うふうなことで、非常に環境保全とかに対しても相当神経も使うわけですが、こ

の必要に応じて見直しを行うということについては、誰がどういうふうに決めて、

どういうふうに見直しを行うのか、その辺を伺いたいと思います。 

 

荒井観光資源課長 富士山保全協力金の制度の導入につきましては、先ほど申しましたように、

まず山梨県、静岡県の地元で協議をしていただきまして、両県の合同の会議、世

界遺産推進協議の作業部会という会議があります。そこで御検討いただいて、最

終的に世界文化遺産推進協議会で決定したわけでございますが、見直しに当たり

ましても、山梨県、静岡県それぞれが協議をしまして、事務レベルで協議をする
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中で、地元における意見、それから両県合同の会議における意見等、そういう場

で見直し等の議論をしていくということになります。 

 

渡辺委員  今後、見直しを行うに当たっては、五合目以上という限定ではなくして、希望

は持てると。そういうふうに理解していていいですか。 

 

荒井観光資源課長 見直しをするということで、どの部分を見直すということを具体的には言っ

ておりませんけれども、全体的に制度そのもの、内容の点の見直しということで

ございますので、対象、使途とそういうものを含めまして見直しをする可能性は

あるということです。 

 

渡辺委員  お伺いしたのは、五合目から上ばっかりじゃなくて、下を含めるというふうな

意味合いでお伺いしたんですけど、これもいいということですね。 

 

荒井観光資源課長 先ほど一番最初に説明しましたように、この制度を設けるときにいろいろな

御意見をいただく中で、構成資産も含めるべきではないかというふうな御意見も

ありましたけれども、具体的な方法等の課題がまだたくさんあるということで、

ことしから行うこの制度につきましては、五合目以上ということで限らせていた

だきましたけれども、議論の経過にもありますように、構成資産等を含めたとこ

ろの可能性の検討はしていくことができると思います。 

 

渡辺委員  金額の中で先ほど永井委員からもお話がありましたけれども、「子どもや障害

者等への配慮」ということですが、非常に曖昧というか、どういうふうに捉えた

らいいのかというところなんですが、これは協力いただける範囲の金額というこ

とですから、必ず協力しなければというふうな見方なんですか。できない方につ

いてはどうなんですか。 

 

荒井観光資源課長 あくまでも協力金、寄附金でございますので、協力をいただける方というこ

とでございまして、必ずしも強制的でございませんので、その方の事情もあると

思いますけれども、強制的ではないということで、あくまでお気持ちでというこ

とですのでこういう書き方になっておりますけれども、この辺のところも引き続

き静岡との協議の中で具体化する必要もあるかと思うんですけれども、現時点で

はこんな言い方で、協力金、寄附金としてのあくまで制度のスタートでございま

すので、対象から除くとかっていうことを書けないという面がございますので、

「協力をいただける範囲」という書き方にしているということで御理解をいただ

きたいと思います。 

 

渡辺委員  今、何でお伺いするかというと、資料に、「将来的にはより公平で効率的な制

度にするため、強制徴収も視野に入れて」という、この１行があるんですよね。

それとこれを考えたときに、将来にわたって協力いただける範囲はちゃんと守れ

るかどうかとか、そこが非常に心配になったので伺ったんですけれども、その辺

について、子供、小学生以下というふうなお話もありましたし、障害者という場

合は、どういう障害者を我々は思えばいいのかな。例えば、身体障害者で登る人

は車椅子でどこまで行けるのかよくわかりませんけれども、県でその点、この障

害者というのはどういう方を想定しているんですか。 

 

荒井観光資源課長 障害者の方、いろいろありますけれども、想定されるのは目の不自由な方等

と。 
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渡辺委員  先ほどもお話がありましたが、これは協力金をいただかないほうがいいんじゃ

ないかと、そういう面もありますので、後にこの制度を見直すときには、ぜひ参

考にしていただければなと思います。 

  それともう１点、協力金ですから金額が幾らと限定はないわけですけれども、

この少ない協力金であっても、例えばバッチはいただけるということですか。 

 

荒井観光資源課長 ここに書いてありますように、富士山保全協力金協力者証ですので、協力を

していただいた方には金額にかかわらずお渡ししたいと思っております。 

 

渡辺委員  それは非常にいいことだと思います。このバッジがあるかないかによって富士

山に協力した、しないかということになるわけですから、例えば金額が少なくて

も胸張って五合目ないし六合目なり歩けるような配慮をぜひお願いしたいなと

思います。 

       

       （富士山レンジャー設置事業費について） 

  今回、３人の方がふえたということですが、この富士山レンジャーの業務内容

についてはよくわからないところがあるわけですけれども、期間がいつまでなの

か、それと、富士山レンジャーが登山者に対してどういう指導を、どういう立場

で、何を行うのか、簡単にもしわかりましたらお願いしたいと思います。 

 

荒井観光資源課長 富士山レンジャーの身分でございますが、県の非常勤嘱託でございます。基

本的には１年でございますが、最大５年までの更新が可能ということになってお

ります。 

  業務につきましては、富士山におきます登山マナーの啓発でございますとか、

あとは麓におきます不法投棄の巡回、公道をパトロールするとか、あとは学校等

に対しまして富士山における環境教育といいますか、そういうものを出張出前講

座みたいな形で行っております。大きく分けてその３つでございますが、富士山

におけます登山の規範につきましては法的根拠というものはございませんけれ

ども、やはり富士山を登っている方に安全に登っていただくように、軽装登山等、

十分な装備のない方にはお声をかけて注意を喚起していくということをしてお

ります。 

 

渡辺委員  それはいいことだと思いますけれども、実際に現場でどのぐらいの人にそうし

た安全指導ができるのか、非常に効果が気になるところなんですけれども、大勢

来ている人に対してどういうところでやるわけですか。 

 

荒井観光資源課長 富士山レンジャーにつきましては、１カ所にいるということではございませ

んで、五合目から六合目、七合目、この間を巡視といいますか巡回をする形でそ

れぞれ目についた方、その場合はそういうケースに対しては啓発といいますか指

導をしていくという形をとっております。 

 

渡辺委員  今、出前講座というお話がありましたけれども、実際にこの人たちが、登山者

の安全指導をする人たちが本当に限られているということで、そう思っていいで

すか。 

 

荒井観光資源課長 先ほど申しましたように、世界遺産になったということで外国からのお客さ

んが結構来て、五合目から六合目、七合目辺りまで非常に軽装で登るという方が

ふえています。そういう方に関しましては、レンジャーが巡回をしながら注意を



平成２６年６月定例会農政産業観光委員会会議録 

 １１

しているという状況ですので、限られているところはあれですけれども、そうい

うところで巡回しながら気がついたときには指導をしているという状況です。 

 

渡辺委員  登山者の安全ということから考えますと、この人たちの役割って非常に大きい

よね。七合目まで行って軽装を注意したんじゃ、もう間に合わないような気もす

るが、五合目、登るときにできるだけ指導できるような工夫みたいなことをぜひ

してもらいたいと思いますが、どうですか。 

 

荒井観光資源課長 説明が足りなくて申しわけありませんけれども、五合目の登山道の入り口の

ところに臨時登山指導所というテントを設けまして、そこにレンジャーがおりま

す。そこにいながら通る人に声をかけるということと、先ほど言いましたように、

巡回パトロールといいますか、時間でかわってということも両方やっております。 

 

渡辺委員  最後に、先日、山岳遭難救助の会議がありましたけれども、文化遺産推進と同

時に非常に登山者も増えていて、遭難者が増えている。そうしたことをぜひ排除

するためにも、安全登山の指導ということを徹底していただきたい。 

 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。       

 

 

※所管事項 

質疑 

 

       （富士山の観光振興について） 

前島委員  富士山の世界遺産というのは、他の世界遺産の国内の状況を見ても特定地域に

限られてなく、静岡をまたぐ、非常に広域的な世界遺産である。しかも、構成資

産を見ても２５件以上ということであります。それを保全、保護していくことも

含めまして、いろいろ今後、ユネスコから、登録に際しての検証を求められると

いう手続きが行われるわけですね。そういうことの中で、維持、管理、保全をし

ていくためには、協力金をいただいて、できるだけ財源も確保しながら保全に努

めていくということですが、２億円程度ではとても富士山の世界遺産を維持して

いくということは容易ではないというふうに感じているわけですね。 

  そこで、静岡県を含めて地元の県にとって、世界遺産は大変な財政負担に将来

なるということを覚悟していかなければなりません。そういうことを含めて、県

は静岡県等と協力して国に対してどのような対策、支援要請というものを取り組

んでいるだろうかということについてひとつ所見をお伺いし、経過があればぜひ

伺いたいと、こう思っているところです。 

 

塩澤委員長  ただいまの質問、保全、推進の件とも絡みますので、観光の所管ということで

すので、観光の部分についてお答えがあればいただきたいと思います。 

 

望月観光部長  観光部といたしましては、当然、まず一つは観光の振興のために資するという

ことで、本会議でもお答えさせていただきましたけれども、今後、外国人もふえ

るということで３県、静岡、神奈川も含めて知事がより積極的な姿勢をもって連
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携しながらこの富士山周辺に観光客をお招きいただきたいと、これは当然ござい

ます。そしてまた、その一方で保全、これも大切でございますので、これは再来

年の２月までに報告書を出さなければなりません。それにつきましては今年度中

にその方向をぜひ決めて、対応をしてまいりたいと考えております。 

 

前島委員  皆さんの部局においての課題というのは観光ということなんだけれども、しか

し、その観光自身も登山の管理でありますとか、そういう問題も含めて、情報の

提供を含めて、相当な財源的な手当てというものが今後増大をしていくと。そう

いう分野でも国に世界遺産登録を機に、国の支援対策というものをいち早く要請

する必要があるんじゃないかというふうな感じで捉えているんですけれども、再

度そういう点についての取り組み方をしているかどうかという点について伺い

たいと思います。 

 

望月観光部長  国へのいろいろな要請につきましては、現在、富士山保全推進課で対応してお

りますので、その中で観光部門につきましてもしっかり要望してまいりたいと思

います。 

 

前島委員  ぜひ、観光部を初め、関係部局が連携して、できるだけ早く静岡とも協調的に

国に交渉をして、この遺産を守っていくということは容易ではないというふうに

思います。財源が非常に厳しい地方財政の中で、これだけの構成資産を含めて取

り組んでいく中では大変な市町村の負担も増大をしていくだろうと、そういうふ

うに思っておりますので、そういう取り組みをぜひ力強く国に対して伝えるよう、

要請をさせていただいて私の質問を終わります。 

 

       （インバウンド観光について） 

杉山副委員長  観光ということですけれども、この６月の初旬に私たちの会派の自民党・県民

クラブで台湾を訪問して、山梨県産の桃だとかブドウの販路拡大と観光について

調査をしてまいりました。その中で、観光についてですけれども、今、全世界か

ら日本に来る観光客が１,０００万人を超えている。昨年ですね。そのうちの台

湾から日本に来る観光客が２２０万人を超えているということで、割合からする

と２割を超えているところであります。この間の調査の印象を受けますと、これ

からますます台湾からの観光客がふえていくんじゃないかと、そういう可能性を

感じてきたのですけれども、去年は２２０万人が台湾から日本に来ているのです

が、ことしの状況を何かデータがあれば教えていただきたいと思います。 

 

藤巻国際交流課長 ２０１４年５月の国際観光振興機構が発表しております訪日外客数調査で見

ますと、１月から５月までで１１３万６,７００名が来日しているということに

なっております。 

 

杉山副委員長   それでは、山梨県に台湾から観光で訪れた人数ですね、去年のデータとあわせ

てことしのデータがありましたら教えていただきたいと思います。 

 

藤巻国際交流課長 観光庁の宿泊旅行統計調査によりますと、昨年１年間で台湾から１１万３,

５２０人泊が本県で宿泊しております。今年につきましては、１月から３月の数

字は宿泊旅行統計調査がまだ発表されておりませんので、大変恐縮ですが数字を

申し上げられないのですけれども、県内の観光事業者、また、市町村から聞き取

ったところでは、昨年の同時期の倍ぐらいは来ているような気がするという報告

を受けております。 
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杉山副委員長  今、倍というようなお話がありましたけれども、いずれにしても山梨県に対し

てインバウンドを考えたときに、台湾の方々の山梨、あるいは日本の持つ印象で

すね、そういうところが非常に大事だと思うのですが、台湾の方々の親日度とい

いますか、どういうふうに感じているのかという、何かそういうデータがありま

したら教えてください。 

 

藤巻国際交流課長 財団法人交流協会という団体がございます。これは台湾における大使館のよ

うなところでございますけれども、そこが２０１３年の１月に台湾住民に対して

調査したところでは、６５％の台湾の住民の方々が日本に親しみを感じていると

いう調査が報告されております。 

 

杉山副委員長  今、６５％という非常に高い数字を示していただきましたけれども、本当に過

半数以上の方が、台湾の人が日本に対してそういう印象を抱いているということ

であります。いずれにしましても、そういうデータを見ても、観光に関して言え

ば、非常に可能性があると思うのですが、観光について台湾からの観光客をふや

す、そういうことについてどういうふうに考えていらっしゃいますか。 

 

藤巻国際交流課長 山梨県としても、台湾は非常に重要なインバウンド市場だと考えております。 

 

杉山副委員長  最後に、県では台湾からの観光誘客についてどのように取り組んでいるのか、

これからどのように取り組むのか、その辺をお伺いします。 

 

藤巻国際交流課長 これまでの取り組みでございますが、平成２０年、それから平成２３年、そ

れから昨年と、台湾には知事がトップセールスに行っております。また、台湾の

国際旅行博については、やまな観光推進機構が毎年出展をして誘客に努めており

ます。特に台湾からは教育旅行といいまして、日本でいう修学旅行が結構山梨県

に来てくれておりまして、つい先週もやまなし観光推進機構が修学旅行の誘客に

行ったところでございます。今後とも、そういうことで有望な市場でございます

ので、積極的に誘客に努めてまいりたいと考えております。 

 

       （インバウンド観光について） 

望月委員  観光客の誘致に際して、台湾のみならず東南アジア、ヨーロッパ、アメリカな

どかなり日本に来ているわけでございますが、特に過日、私たちの会派の調査で

台湾に行きまして、現地の旅行関係者と意見交換したときに、山梨に限らず日本

に来る場合にチャーター便が、成田へはかなり団体客を連れてきたけれども、羽

田、それから富士山静岡空港、中部国際空港へ行くときに、団体客を乗せるため

のチャーター便が少なくて、席が取れないと。そうするとどうしてもリピーター

客が主になってしまうとのことです。山梨へ大勢の誘客を期待するところであり

ますが、そうした団体用のチャーター便をこれから山梨県でも航空会社とのタイ

アップの中で、旅行社を通じ、また国を通じて、そういったチャーター便等の羽

田、それから静岡空港。静岡空港は特にこれから中部横断道ができますから、静

岡空港から山梨に入る観光客、特に富士山、それから富士五湖、山梨の果物とか、

そういうものを非常に台湾の方も、また、東南アジアの皆さん方も期待をしてい

るところでございますが、そういう中で、これからチャーター便とか航空便、そ

れから交通の便、それからもう一つ、その中に加えて話があったのは、宿泊の施

設があるようだけど、その宿泊施設の予約が取れないと。それから、移動するバ

スが取れないと。そういうことも、特に日本は北海道なんかがそういうことが多

いようですけど、やっぱり山梨県においてもそういうことがこれからふえてくる
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と思いますので、その辺の対応を期待します。 

 

藤巻国際交流課長 チャーター便につきましては、前に中華航空に対してできるだけ増便をし、

送客をお願いしたいという依頼をしたことがございますけれども、現在のところ、

特にチャーター便を飛ばせてくれというような要望を旅行会社等にお願いして

はおりません。羽田、成田に到着した台湾人観光客の方々にできるだけ山梨にお

いでいただきたいという誘客をしているところでございます。これについてはま

た頭に入れておいて、機会あるごとにチャーター便の増便とかを飛ばすように、

また機会ごとに関係方面にお願いをしていきたいと考えております。 

  次に、宿泊施設とバスでございますが、バスにつきましては、非常に外国人旅

行客がふえている関係で、各旅行会社とも承知はしているんですけれども、バス

それ自体、それから乗務員の数が足りないということもございまして、うれしい

悲鳴といいますか、大変な状況になっております。これについても旅行会社、観

光事業者に確保を努めるようにお願いをしているところでございます。 

 宿泊施設については、これまでの聞き取りでは非常にふえているというふうに、

宿泊施設側からは言われているんですけれども、まだあふれるほどだというとこ

ろまでは聞いておりませんで、もう少し誘客をしてもいいのではないかと考えて

いるところでございます。 

 

望月委員  飛行機の便、それから移動するバスとかの交通の便、宿泊の話を聞いたんです

けど、台湾のみならず東南アジア、ヨーロッパにおいても、山梨県に限らず、日

本の場合には、宿泊を取ることが非常に厳しいという話も聞いているわけですけ

れども、そこを山梨県でも対応をして、観光地の富士五湖とか、また石和とか、

そういうところの状況も、団体客の状況に対応してもらえると思うんですけど、

リピーター客がかなり多いといった中で、できれば今度、松本空港あたりもそう

いったチャーター便を出してもらって、山梨県と近いということでそんな話もあ

りましたが、対応がちょっと難しいかなという話もあったんですけれども、その

ようなことも含めて総合的に山梨への観光客の誘客をもう少し積極的に台湾と

か東南アジアにも行ってアピールしてもらいたい。他県においては県の職員を１

人か２人、現地へ派遣して、常駐させて観光客の誘客をしている県もあるようで

すけれども、そうしたことをこれからやはり山梨県でも考えていかないと、誘客

の関係が行きどまりになるような感じになる可能性もありますので、ぜひそこの

あたりを望月部長、どうですか。 

 

望月観光部長  現在もトップセールスなどを含めまして、東南アジアのほうにもしっかり誘客

をしているところであります。今後につきましても、中国一辺倒という反省もご

ざいました。ですので、広く東南アジア各国を回ってしっかり誘客に努めていき

たいと思っております。 

 

望月委員  山梨、特に富士山、それから果物、非常に海外の人は関心を持っておりますの

で、ぜひその辺を強くお願いします。できれば職員を東南アジアもヨーロッパも

ですけど、できれば１人ぐらいそこへ行って、専門に観光客を誘客してもらうよ

うなことをお願いします。 

 

       （トップセールスについて） 

樋口委員  今、いみじくも部長の方から中国一辺倒じゃなくて広く東南アジアというお話

がありまして、本会議でもタイ王国について県内企業の海外展開についての質問

もありまして、この夏に県内中小企業者等から成る経済交流団を派遣するという
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答弁がありました。ここは観光部でありますから、もちろん観光も主力産業であ

りますから、そのスケジュールが何日ぐらいなのか、もう既にわかっているので

したら、まず聞きたいなと思います。 

 

藤巻国際交流課長 タイでのトップセールスをことしの夏予定しておりますが、３泊４日程度の

日程で実施することを予定しておりまして、時期的に８月の初旬を予定しており

ます。産業労働部と農政部、それから観光部の３部合同で予定しております。細

かい日程については、日程の中身をまだ検討中でございますので、大変恐縮です

がもう少し時間をいただきたいと思います。 

 

樋口委員  また大きくマスコミにも取り上げられるでしょうし、注目したいなと思ってお

ります。観光部としてどのようにそのトップセールスで取り組みをするかについ

てはかなり議論がされているんじゃないかなと思いますけれども、それを聞く前

に、タイ王国との交流について観光部としての立ち位置というか、タイのポテン

シャルといいますか、どういったものを中心に交流を進めていきたいというよう

なことがありましたらお聞かせいただきたいと思います。 

 

藤巻国際交流課長 タイにつきましては、平成２４年に本県を訪問した方々が４万人泊でござい

ましたが、昨年は８万４,０００人泊というふうに倍増しております。このため、

タイは経済発展も続いているところから、これまでは上流階級の富裕層をターゲ

ットにしておりましたけれども、一般の方々も含めて、より多くの方々に本県を

訪問していただきたいと考えております。 

 

樋口委員  例えば、去年は具体的にインドネシアとの間で、ガルーダ航空とか、あるいは

サッカーの選手の交流とかありました。あるいは、私たちも秋に行ってきまして

いろいろ勉強させていただきましたけれども、人口は２億４,０００万人ですが、

富裕層は１割に満たない。あるいは９割がムスリムだというような話もありまし

て、そういった中で、例えば先ほど産業労働部と農政部と観光部が３泊４日程度

の中でそれぞれ分担されるということだと思いますが、どのようなものを、一言

で言って、今回初めてなのかわかりませんけれども、この夏のトップセールス、

経済団体、旅行関係者との交流の中で行おうとしているのかお聞かせください。 

 

藤巻国際交流課長 今回は３部合同ということでございまして、タイは実はもう相当交流が進ん

でおりますところから、単なる観光ではなくて、実際に進出している中小企業の

支援でございますとか、これは他部局に関係しますけれども、山梨県の桃、非常

に人気だそうでございます。そういうものを販路開拓、拡大ということを主眼に

誘客も含めてセールスをしていきたいというふうに考えております。 

 

       （海外の県人会組織について） 

樋口委員  かなりもう交流が進んでいるということでありますけれども、日本人の法人の

組織といいますか、あるいはもっと突き詰めますと、各都道府県の県人会という

ような組織はバンコクにはきちんともう整備がされているんでしょうか。 

 

藤巻国際交流課長 タイには、タイ・バンコク山梨県人会というものがございまして、１００名

に近いメンバーがいるというふうに聞いております。 

 

樋口委員  もちろんこれまでもかなりのおつき合いをいただいていると思いますけれど

も、有効に活用していただきたいというふうに思いますし、昨年、私ども、ジャ



平成２６年６月定例会農政産業観光委員会会議録 

 １６

カルタに行きましてＪＥＴＲＯのコーディネーターの方とかなり深くディスカ

ッションをすることができまして、その方は南アルプスでの就労の経験もあって

山梨のことをよく御存じで、ぜひジャカルタにおいても山梨県人会をつくったら

と、３名、４名いればいいじゃないかと、つくったもん勝ちだよと。ジャカルタ

では日本の都道府県の半分ぐらいが今つくってるよということでありまして、そ

ういったバンコクの情報なんかも、去年交流を始めたインドネシア・ジャカルタ

にも提供しながら進めているんじゃないかと思いますけれども、私どもが行った

ところの山梨県人の方ともそういう話をして進めていると聞いていますけれど

も、その辺の状況については進捗があるんでしょうか。 

 

藤巻国際交流課長 昨年の１０月に知事が行ったときには県人会はございませんでした。ただ、

１１月の末ぐらいから急激に活発になりまして、ことしの４月に現地の邦人紙で

ある、日本語新聞であるじゃかるた新聞に、県人会をつくろうというような広告

が出まして、６月４日に１回目の幹事会のようなものを開いたというふうに聞い

ております。現在は１７名が手を挙げて県人会に入りたいという要望があるそう

でございます。 

 

樋口委員  その県人会についても、甲府の私の知り合いもそこに入って、取りまとめ的な

役割も担っているようでありまして、ジャカルタやバンコクに限らず、世界各地

でやっぱり本県ゆかりの人たちを使わない手はありませんから、もちろんブラジ

ルや、もう既に長く交流があるところについてもそうですし、例えば、本会議で

スーパーグローバルハイスクールの話もありましたけれども、この取り組みでは

ないのですけれども、甲府一高のア・カペラ部がロサンゼルスに行って、ロサン

ゼルス県人会長さんに本当にお世話になったと。私たちも以前県議会として行っ

たときにも非常にお世話になったりしていますし、そういう話もよく聞く話でご

ざいまして、ぜひ今回のタイ王国へ３部合同で行く経済交流団についてもバンコ

クの県人会の皆様としっかりと交流をしてきていただいて、あわせてまたジャカ

ルタについても去年からことし、大きく変化があったようでありますから、トッ

プセールス、例えば知事や担当部長さんたちが行く機会があればぜひまたそうい

うことも進めていただきたいと思いますけれども、タイは行くということであり

ますが、インドネシアについてはそういう予定は今年度あるんでしょうか。 

 

藤巻国際交流課長 先ほどの県人会のことに関して申し上げますと、インドネシアの県人会の設

立準備会というようなところから、８月に設立総会をしたいので誰か県からの代

表者を送ってもらいたいという要望は来ております。 

 

樋口委員  要望が来ているならば、予算の関係やスケジュールの関係もあると思いますけ

れども、できるだけ知事、あるいはそれにかわる方にぜひ行っていただいて、去

年からの芽をさらに伸ばしていただきたいと思っています。 

  それも答えていただくのですが、もう一つは、今、自分がジャカルタに行って、

そういった仲間が県人会をつくろうとしているのは非常にありがたく、バンコク

の県人会に参加している方々、企業の方々、あるいはジャカルタやいろいろな都

市あるいは国で活躍をされている本県ゆかりの方々とのネットワークがあれば、

ぜひ私どもにも、向こうの御迷惑にならないところで御提供いただきたい。そう

すれば、それぞれのネットワークの中にリンクされれば、それぞれがまた行った

り、連絡を取り合う中できっとプラスに働くんじゃないかなと思いますので、そ

の要請をいただいているならぜひ行っていただきたいということが一つと、もう

一つ、ネットワークについて御提供いただきたいと。この２つについて最後にお
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願いします。 

 

藤巻国際交流課長 ８月につきましては、やはりこれも検討中でございますが、県の幹部の方に

ジャカルタを訪問していただきたいと思っております。それから、県人会のネッ

トワークでございますが、県人会の方々もふるさと山梨県のためになりたいと、

そういう活動をされたいという御希望があるようですので、確認の上、御提供さ

せていただきたいと思います。 

 

樋口委員  ありがとうございました。私たちもきちんと行ける準備をして、行って、勉強

して、また私たちなりに産業、農政、あるいは観光の分野で架け橋になりたいと

いうふうに思いますので、ぜひまた私たちも使っていただきますことをお願いし

て終わります。 

 

       （「花子とアン」の観光政策について） 

仁ノ平委員  本会議の代表質問でも議論のあったところですが、このような御答弁がありま

した。「体制も整い始めております」という部長答弁があったのですが、そこを

伺って、「遅いじゃん」って思いました。というのは、あしたからドラマはもう

既に後半戦であります。舞台は東京に移っております。今、「体制が整い始めて

おります」では、「遅いじゃん」というのが率直な感想ですが、どうしちゃった

んですか。 

 

仲田観光企画・ブランド推進課長  

私どもも県として、どのようにこの「花子とアン」を観光に生かしてきたかと

いうことをちょっとお話しさせていただきますと、昨年の１１月に甲府市が中心

となりました「花子とアン」推進委員会、ここに加盟をいたしました。この委員

長は甲府市の観光協会の会長さんでございます。それから、昇仙峡の観光協会、

商店街連盟、あるいは飲食店連盟、甲府のありとあらゆる観光とか産業に絡む団

体が入りながら、１１月からどういうふうな形で観光に活用しようかというよう

なことをお話し合いをしてまいったところでございます。実際、ドラマが始まっ

てみまして、山梨県あるいは甲府市の観光を目的として訪れるロケ地がまだまだ

オープンになっておりませんので、その面でそれを活用した観光振興がなされて

いないというふうなことが言えるかと思います。 

  整いつつあるとお答えいたしましたのが、そういう中でも少しずつ旅行の造成

でありますとか、ホテルの受け入れ態勢でありますとか、お土産品の開発、また、

観光タクシーもございますけれども、それらのものが整いつつあるということで

そういう答弁をさせていただきました。 

 

仁ノ平委員  今の御答弁を伺っていると、昨年秋からの取り組みがあって、こうやってきた

んだということはわかるんですが、あと３カ月ぐらいで終わっちゃうんですね。

舞台はもう既に東京で、山梨でもう１回ロケがあるかどうか、ちょっとクエスチ

ョンというふうに聞いています。それで、既に整ってきたというんではなくて、

放映後をもう考えなきゃいけないって、本当に思うんですよ。確かに２４％に迫

る視聴率で盛り上がっているんですが、６カ月なんですよね、放映は。たった６

カ月だけのことで終わらせずに、放映後こそ、継続した誘客があってこそ山梨県

に資していくものだと思います。 

  例えば、十何年か前の放映ですが「ちゅらさん」、小浜島が舞台でしたが、今

でもたくさんの観光客が小浜に出かけています。昨年の「あまちゃん」しかり。

三陸鉄道、久慈市、いまだに海女さんを見たくてみんなが行っています。それと、
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たまたま昨晩、甲府市内で会った方々と大間のマグロの話になって、食べてみた

いっていう話になったんですが、それも朝ドラマで下北、大間と東京が舞台にな

ってのドラマの影響が私の頭にも残っています。 

  そのように、たったこの６カ月で終わることなく、放映後の継続した、「花子

とアン」を生かした誘客が必要と考えますが、取り組みはいかがでしょうか。 

 

仲田観光企画・ブランド推進課長  

放映終了後の取り組みでございますが、まず「あまちゃん」でありますとか「ち

ゅらさん」でありますとか、それらのものと今回のドラマが大きく違いますのは

時代設定でございまして、そこの目的地に行けないというふうなところがござい

ますが、これはこれで一生懸命、私どもも観光ＰＲに使ってまいりたいと思いま

す。ただ、今回はそれ以上に村岡花子さんという新しい観光資源が発掘され、毎

朝毎朝、６カ月にわたって、甲府、村岡花子という資源が開発されましたので、

これを生かさない手はないというふうなことを考えまして、新しくできます県庁

別館の近代人物館の中にも村岡花子さんのコーナーを設けるなどして、これから

そういう村岡花子さんの活用と観光を考えてまいりたいと思います。 

 

仁ノ平委員  ぜひ、もう今から、きょうスタートで放映後の施策というものを考えてほしい

と私は思います。 

  そのための１つのヒントなんですけれども、県立文学館での村岡花子展がつい

に入場者数が３万人を超えました。私の記憶では２万人を突破したときは、２万

人目は横浜の方だった。３万人目は甲斐市の方だったのですが、ああ、やっぱり、

２万人目、横浜からも花子展に見えたんだなと思ってニュースを見ました。 

  私は県内の県立施設、公共施設、宝がいっぱいあると思っています。今回の例

のように、博物館、美術館、図書館、文学館など、県立公共施設ともっとマッチ

ングというか、連携した、戦略的な県立公共施設を押し出しつつの企画がこれか

らは必要ではないかと考えます。生き生きとした企画があれば観光客も見えるで

しょうし、県民もまた足を運ぶ。教育委員会とぜひタッグを組んでの県内公共施

設をもっと打ち出した、花子放映後の施策というものを考えていただきたいと思

います。 

 

仲田観光企画・ブランド推進課長  

まさしく博物館、美術館につきましては、山梨県の財産だと考えておりまして、

そもそも観光、国の光を観に来るというのは、その地域の文化とか歴史とか自然

環境を見に来る。それを展示してあるのが博物館であるというふうな考えのもと、

私どもとしていろいろなキャンペーンでＰＲをさせていただくことを含めて、活

用しているところでございますが、宿泊者が宿泊チケットを持っていきますと、

個人であっても団体割引にする制度とか、そういうものが大体２万人ぐらい活用

をされているので、新たなそういうふうな企画を教育委員会と一緒になって考え

ていければというふうなことを思っております。 

 

       （「花子とアン」の観光政策について） 

飯島委員  ６月２５日の本会議代表質問で、我がフォーラム未来の樋口代表の代表質問に、

知事がこの件に関してかなり前向きに御答弁していただいておりますから、もう

少し具体的にお伺いしたいということでお願いしたいと思います。 

  先ほど、仁ノ平委員から村岡花子展が過去最高のレベルの集客という話があり

ました。昨日終了したということですけれども、この件に関して知事は今後、村

岡花子の特別コーナーを設けるということもおっしゃっていたかと思いますが、
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それに関して具体的にどのようにコーナーを設けて、どのぐらいの期間を考えて

いるかまずお伺いしたいと思います。 

 

仲田観光企画・ブランド推進課長  

村岡花子展終了後の文学館の展示につきましては、７月１９日から８月２４日

まで、現在展示していますものの中でどうしても返さなければいけないものがあ

りますので、それをお返しして、企画展示の３分の１ぐらいのスペースになりま

すけれども、新たに非常に人気があります柳原白蓮、蓮子の作品も並べながら継

続して実施してまいりたいと考えております。 

 

飯島委員  ７月１８日がオープニングになるんですけれども、７月１９日から生誕２００

周年のミレー展が県立美術館で始まるという御案内をいただきまして、承知して

いるんですけれども、例えば、ミレーといえば山梨県立美術館、山梨県立美術館

といえばミレーと、もう認識ができていると思うんですが、例えば県立美術館で

はミレーだけど文学館では花子だというふうなことになれば、相乗効果ができて

いいかなと思うんですが、その辺に関して伺います。 

 

仲田観光企画・ブランド推進課長  

村岡花子展については昨日終了いたしまして、３万５,０００人の方々にお越

しいただいております。これは個人の作家としては過去最高になりまして、やは

り注目度が格段に違う。次が、芥川龍之介が１万人台でございますので、山梨県

の関係者としては圧倒的に、ＮＨＫの放映もありましたけれども、認知度が高ま

ったということで、その村岡花子さんの活用につきまして今後考えてまいりたい

と思っております。 

 

飯島委員  ぜひ、旬の話題でありますから、それを、先ほど仁ノ平委員もおっしゃいまし

たけれども、継続して今後に生かしていただきたいということで取り組んでいた

だきたいと思います。 

  樋口代表の代表質問の中で、甲府のＪＲの発着メロディーに若者に人気のある

絢香さんが歌っているテーマ曲をという提案がありました。これは実は私どもが

過日、千葉県内に視察に伺ったときに、たまたま電車で移動したときに、高田馬

場の駅で鉄腕アトムが流れたんですね。あと、ＪＲ中央線の小金井駅はもう何十

年も前から「さくらさくら」が流れているんですね。小金井公園が桜の名所とい

うことがバックにあると思うんですけれども、あと、京浜線の蒲田駅では「蒲田

行進曲」が流れるとか、そういったアピールをして、例えば観光みたいな部分も

ありますけれども、視覚障害者が電車に乗っていて「ああ、小金井に着いたんだ

な」とか「蒲田に着いたんだな」ということの効果もあるわけでありますから、

知事も提案理由説明で、今後はＪＲグループの全国１,５００の駅に掲示する観

光ポスターで「花子とアン」の番組のロケ地となった八ヶ岳を紹介するなど、夏

の観光シーズンに向けて積極的な情報発信に努めてまいりますというふうにお

っしゃっています。ＪＲにポスターのこういう話をするわけですから、ぜひ発着

メロディーもお願いしますということを、もちろん交渉相手がいるわけで、なか

なかすぐにというふうにはいかないかもしれませんけど、先ほどの例もあります

ように、高田馬場もやっている、小金井も蒲田もやってるということであります

から、ぜひこの機会を捉えて、「花子とアン」を甲府駅の発着のメロディーにす

ることが甲府の玄関口の駅に着いたときに、私は最高の観光客に対するおもてな

しであると考えますが、いかがでしょうか。 
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仲田観光企画・ブランド推進課長  

委員おっしゃるとおり相手があることでございますけれども、それとなくＪＲ

の関係者にお話を伺ったところ、確かにいろいろな駅で御当地ソングとかいろい

ろなものがあります。これにつきましては、逆に、今、目の御不自由な方にとっ

て、一時ブームだからといってそのメロディーを変えることが非常に危険である

ということで、やるのであればまちづくりの一環として長期にわたってやるとい

うふうなことの逆の提案を受けました。 

  たまたま最近では６月の１４日に横浜線の淵野辺駅で、あそこはＪＡＸＡ、宇

宙開発機構のキャンパスがありまして、その関係ではやぶさをイメージした「銀

河鉄道９９９」の発着のベルになったというふうなことも伺っていますので、今

後、長期的に甲府がどういうふうなまちづくりをしていくかという点も含めて、

一緒になって考えてみたいと思います。 

 

飯島委員  ぜひ積極的に考えていただきたいと思っております。 

  最後に、また知事のとても期待したい答弁の中で、「花子とアン」のセットが

甲府の上帯那にありますよね。その移築について検討するというふうにおっしゃ

った答弁がありました。それはどういうふうに今お考えで、どんな方向なのかな

という質問をするのと、例えば、藤村記念館が、武田神社前にあったのを北口の

よっちゃばれ広場に移したのですけれども、甲州夢小路が今できていますから、

あの辺にその花子の生家のセットを移築してはどうかなということも思うんで

すけれども、それについてのお考えをお願いします。 

 

仲田観光企画・ブランド推進課長  

生家のロケセットの移築につきましては、ＮＨＫのロケがもしかしたらもう一

度あるかもしれないということで、なかなか交渉は進められないところでござい

ますが、現状のところは場所をお教えして観光地にするというのは非常に難しい

場所でございますので、移築についてＮＨＫ、甲府市、あるいは「花子とアン」

推進委員会のメンバーの方々と議論してまいりたいと考えております。 

 

       （富士山登山者への携帯トイレの配布について） 

渡辺委員  先ごろ、携帯トイレの話が出ました。私もいい話だなというような思いでいた

んですけれども、何人かの女性の方から、どうやって使うんですかという話を聞

いたときに、男性と女性の目線は違うんだなとびっくりしましたけれども、その

辺については心配はないんですか。どのような使い方ができるのか教えてもらい

たいと思います。 

 

荒井観光資源課長 富士山の登山期間の山頂トイレがあいていないところも、今回、県の方で携

帯トイレを用意してお配りするということを考えておりますけれども、その携帯

トイレはポンチョと言ったら何ですけれども、上から下を隠すようなカバーがつ

いていまして、それをつけていただいて用を足していただくということになって

おりまして、ものがあればいいんですけれども、男性、女性が同じような形で使

うことになります。 

 

渡辺委員  周囲に人がいるところで使うというケースがあるかと思いますし、非常に抵抗

があるんじゃないかと思います。そうした中で女性の方から、できるだけ山頂の

トイレを使えるような努力をしていただければというお話がありましたけれど

も、その辺の取り組みについてはどのように考えていますか。 
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荒井観光資源課長 山頂のトイレがあかない時期というのがありまして、それは静岡県側の登山

道があいていない。というのは、山頂のトイレが、吉田口から登っていったトイ

レは静岡県側の山小屋というか、お土産屋さんが共同で設置したトイレでござい

まして、静岡県側はそこまで雪をかかないから、荷揚げ等が非常に難しいという

ことで、７月１０日まで難しいだろうということでやっているんですけれども、

一方で山梨側は７月、あしたから開始ということで、ここの期間が違う、その間

のことをどうするかということで、先ほど申しましたように、ぜひ携帯トイレの

使用ということでお願いしたいということでやっていまして、トイレの問題を含

めましてまた静岡側と登山道のあいている期間等につきまして、引き続き協議を

しているところでございます。ですが、今シーズンにつきましては、そういう形

で携帯トイレという形でお願いをしたいと。 

 

渡辺委員  携帯トイレを配ってそれでオーケーだという、そういう考え方であれば、これ

は余りにも情けないというか、もう少し心のこもった対応というのが必要である

ということを感じましたので、ぜひ静岡県側への取り組みも力を注いでもらって、

施設のトイレを使えるような体制を何とかお願いしたいなと思います。その辺の

取り組みをまずお願いしておきます。 

 

       （オリンピックの事前合宿の誘致について） 

  昨年の一般質問で私もこの問題についてやりましたけれども、オリンピックの

事前合宿ということで、観光部にとりましても大きな期待を持って取り組んでい

ると思いますが、現在の進捗状況というか、現状の状況について教えてもらえま

すか。 

 

仲田観光企画・ブランド推進課長  

オリンピック関連の合宿等の誘致につきましては、教育委員会が主管となりま

して、各関連する協議団体と調整しているところだというふうなことは伺ってお

ります。私ども観光部といたしましては、その際にふえる外国人旅行者をどうい

うふうに安全で安心してお迎えできるかというふうな計画をつくってまいると

いうことになっております。 

 

渡辺委員  教育委員会で取り組むのは当然わかっていますけれども、観光部としては非常

に関心の高い問題ですので、連携を密にして、現在どのように進んでいるのか掌

握はしていないということですか。 

 

仲田観光企画・ブランド推進課長  

掌握していないわけではございませんで、県全体として知事政策局で推進本部

を立ち上げまして、合宿の誘致部会が教育委員会、私どもは観光の戦略部会とい

う形の中で、当然、合宿の誘致が決まりますと、観光客がふえますので、そうい

う中で一緒になって取り組んでいるというところでございます。 

 

渡辺委員  現実に誘致の状況を聞きたいわけですけれども、事前合宿ということであれば、

もう３年、４年後ぐらいには実際に入って、県下でもそうした動きが民間では行

われているわけですけれども、そうした動きはどのぐらいあるのか、見込みがど

うなのか、観光部で把握しているところってないですか。 

 

仲田観光企画・ブランド推進課長  

当然、富士河口湖町が新しい施設をつくって誘致をしていると。あるいはカヌ



平成２６年６月定例会農政産業観光委員会会議録 

 ２２

ーの競技団体が河口湖でカヌーをやる。それから、県の馬術協会につきましては、

小淵沢のセンターで誘致を考えていると。それから、これは民間の施設でござい

ますが、ホッケー会場につきましては山梨学院大学とか、南アルプス市等で考え

ているというふうなところは承知しております。 

 

渡辺委員  いい材料がいっぱいあるじゃないですか。頑張ってください。 

 

       （冬の観光対策について） 

  通年観光というところからいきまして、文化遺産に登録された。冬のイベント

はどうするのか。これがやっぱり富士山観光の今日的な問題だと思います。さっ

ぽろ雪まつりは２００万人からの人を集めているわけですけれども、先ほどもタ

イの観光の話がありました。東南アジアの方々をお迎えするのに雪だとか氷だと

か、非常にいい資源があるわけですが、富士山の雪を利用したとか、そういうよ

うなことの観光誘致、こうしたことの考え方はありますか。どんなようなことを

考えているか教えてくれますか。 

 

仲田観光企画・ブランド推進課長  

当然、委員おっしゃるとおり、冬の観光が山梨県で最大のネックになっており

ます。ピークの８月に比べまして３分の１ほどの、宿泊者、旅行者がいない状況

ですので、こちらをどういうふうに埋めていくかということで、当然、外国人旅

行者が雪に関して集まるという状況も承知しております。 

  富士五湖観光連盟の取り組みで、この冬は河口湖畔に大きな雪遊びの場所を設

けましたけれども、実施したときには非常に好天で、暑くて溶けてしまって、そ

の後、大雪になってしまったという、ちょっと皮肉な状況ですが、このような取

り組みをして、できるだけ年間を通した観光客の誘致を図ってまいりたいと考え

ております。 

 

渡辺委員  通年観光の中で、先ほど申し上げましたとおり、冬のイベントというのは山梨

の観光にとりましては大変重要な位置を占めているかと思います。２月２３日は

富士山の記念の日になっておりますけれども、その辺について、部長のお考えが

ありましたら伺いたいと思いますが、どうですか。 

 

望月観光部長  通年ということですが、山梨県、狭い中でも、まだまだ広うございます。やっ

ぱり周遊観光ということで、ぜひ県内、いろいろな資源がございますので、二次

交通も含めまして整備をしましてしっかり県内を回ってもらえるような格好で

通年観光も図っていきたいと考えております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



平成２６年６月定例会農政産業観光委員会会議録 

 ２３

主な質疑等 農政部 

 

※第１０８号 平成２６年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政産業観光委員会 

関係のもの 

 

 

質疑 

 

（農業施設復旧対策事業費補助金について） 

杉山副委員長  過日の豪雪、大きな被害があったわけですけれども、中でも農業に対する被害、

これは御案内のとおりだと思います。そのためにも県はいろいろな支援策、ある

いは大きな補正を組んで、何とかその影響を最小限にくいとめようと、そういう

ことだと思います。そういう中で、その被害の大きさということで言いますと、

ハウスだと思うんですね。そのハウスが今回のいろいろな支援策等々でどのぐら

いの割合で再建されるのかということはおわかりになりますか。 

 

西野農業技術課長 今回の災害の内容を調査するに当たりまして、国の補助事業の申し込みを各

地域でしまして、ほぼ全戸の農家から調査表をいただきまして、それを集計しま

したところ、ハウスの場合、被災した面積がおおむね２００ヘクタール弱、この

事業で再建をしたいと希望している農家のハウスの面積は１５５ヘクタールで、

率にしますとおおむね８割程度が再建をしたいと希望しているということでご

ざいます。 

 

杉山副委員長  ８割の方が再建したいとお答えになったわけで、それも県のいろいろな支援策

等々の成果だというふうに思うわけですけれども、いずれにしても８割の方が再

建しようとしているわけで、多数の大きなハウスになるわけですよね。そういう

数を施工業者が再建するわけで、再建しようとするハウスに対して施工業者等に

ついての準備はできているのかどうかお伺いいたします。 

 

西野農業技術課長 施工する業者は県内に約７社あるのですけれども、その７社から聞き取りを

行いました。ふだんの年の施工能力は面積にしますと全社合わせて、おおむね２

０から３０ヘクタールぐらいというふうな回答でございました。こういう状態の

施工能力ということでは足りませんので、今回の雪害に対しまして資材の調達も

含めて人の確保などをして施工能力の向上を今まで以上に図りたいということ

でございます。県としても協力していきたいという状況でございます。 

 

杉山副委員長  再建しようとするのが１５５ヘクタールで、施工する業者が合わせて２０から

３０ヘクタールということになるわけですね。そうすると、今年度中に再建しよ

うとしたところもできないということも当然出てくるわけですけれども、そうい

ったところの対応はできているんでしょうか。 

 

西野農業技術課長 再建に向けては事業の性格上、原則平成２６年度内ということで国のほうは

言っておりますけれども、ただ、今そういう実情があるということで、国のほう

もそういう実情を聞く中で対応を考えてまいりたいというお話を聞いておりま

す。いずれにしても、本県の実情をよく伝えて、再建の年数を平成２６年度内に

できない分については、複数年でできるようにお願いしていきたいと。もう一方

は、先ほど言いましたように、ハウスの施工業者の施工能力を高めることも一方

でしっかりやっていきたいと思っておりまして、業者に人材の確保の部分も含め



平成２６年６月定例会農政産業観光委員会会議録 

 ２４

てどうするか、県のほうの協力も考えながら、さらには業者でなくて地域の方々

がみずから、グループをつくってやっている例もございます。そういうようなも

のを高めながら、原則頑張って年度内にやると。やむを得ないものについては国

にお願いをして複数年でということを考えております。 

 

杉山副委員長  農業をされている方にとっては、やっぱり１日も早くというのが願いだと思い

ます。そういう意味では、県の事情もあるかと思いますけれども、できる限り早

く、速やかに再建に努力をされていただきますようにお願いをして質問を終わり

ます。 

 

       （農業施設復旧対策事業費補助金について）  

飯島委員  いろいろな被災者に話を聞きますと、正直言って、期待以上の補助制度という

か、そういうのをつくってもらったという意見がとても多くて、それはよかった

なと思っています。ただ、それをいかに、杉山委員がおっしゃったように、スピ

ード感を持って実施するというか、あとは繰り返しになって申しわけないんです

けど、西野課長にもおっしゃっていただきましたけれども、複数年で対応できる

かというのがポイントじゃないのかなと思いますが、具体的に農の５ページ、農

業施設復旧対策事業費補助金についてお伺いをしたいと思います。この１０７億

９３５万４,０００円、この数字の根拠というか、積み上げの方法は。 

 

西野農業技術課長 この数字は各市町村から要望額を集めて、それを合計したものということで

すけれども、各市町村では４月にＪＡ等を通じまして、全ての被災農業者の再建

面積だとか再建規模の調査を実施いたしました。その事業量だとか要望額を集計

したものでございます。この内容につきましては、国のほうに報告してあります。 

 

飯島委員  国にも要望額を報告したというお話でありましたが、交付申請など、補助金の

交付手続きの現状、それから今後のスケジュールはどういうふうになりますか。 

 

西野農業技術課長 現在、国のほうに事業の要望として出してあるということですけれども、そ

の要望の内容を再建する件数１件ごとに根拠を提出できるものをしていき、それ

を現在、国とチェックをしているというような状況でございます。それが終わり

まして、その金額等を確認したところで、順次、予算の配分通知というのがこれ

から出てくるわけですけれども、何段階かで出してありまして、早いものにつき

ましては第１回目の配分が行われますけれども、それが早ければ７月中にも行わ

れる予定だというふうに聞いております。この配分通知が出された後は、市町村

から県、県から国へ計画の承認だとか補助金の交付申請といった事業につながっ

ていくということでございます。 

 

飯島委員  被災者１件１件について丁寧にやられているということでありますので、最初

に申し上げた、決定したことをスピード感を持ってやっていただきたいと思いま

すが、再度お願いしたいと思います。 

  先ほども被災者からヒアリングを受けて補助金が予想以上にということと、も

う一つ、実際の事務手続きですが、補助金の交付手続きが行われる申請書の書き

方とか、なかなかやはり農業従事者はそういう書類処理の仕方になれていないと

いうか、すぐにぴんと来ないとかいうことが困ったよという話が多く聞かれたん

ですけれども、この件に関してお聞きになっているかどうか、また、どんなよう

に対応しているのかお伺いしたいと思います。 
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西野農業技術課長 今現在の要望全体を取りまとめるときにも、県、出先機関の農務事務所、市

町村、ＪＡなどが連携して被災者１件１件から聞き取る形で調査をまとめました。

今後、先ほど言った補助金の事務手続きにつきましても、同様に市町村、ＪＡ等々

と県が連携しながら、申請書の作成についてもわからないところにつきましては

指導しながら、サポートしながら、国ともそのサポートの状況なども連携をとり

ながら、連絡をとりながら、やり方については協議して進めていきたいと思って

おります。 

 

飯島委員  最大限の取り組みをしているということで、最後に知事の説明で、「豪雪によ

り被害を受けた他の県とも連携して再建資材や人員を確保するとともに、複数年

での再建を可能とするよう国に対して強く要望したところであり、引き続き農業

者に対する継続的な支援が実現するよう全力を挙げてまいります」とおっしゃっ

ています。そのとおり課長もおっしゃっていただいていると思います。緊急対策

でありますので、繰り越しとか来年、再来年もというのはなかなか難しいのはよ

く承知しておりますけれども、ぜひ、知事もおっしゃっているように、本県だけ

ではなく、ほかの他府県もこういう被害に遭っている。言うなれば日本全国的な

問題と言っても過言ではないということでありますので、確認・措置、いろいろ

あると思いますけれども、その辺を要望して質問を終わりたいと思います。 

 

西野農業技術課長 さっき話がございましたように、特に関東の被害が大きかった県と一緒に６

月２日に知事も行って再度の要望をしてきました。各県同様の悩みを持っている

ということでございますので、連携しながら、できない場合は数年の対応もぜひ

考えていくようにお願いしたいと思っております。 

 

（農業施設復旧対策事業費補助金について） 

永井委員  先ほど飯島委員もおっしゃっていましたけれども、被災された農家の方は、ふ

だん農機具を買うとか、ＪＡに何かを相談するとかという部分の中でＪＡと相談

をしていると思うんですけれども、こういった形の豪雪被害の中で、やっぱり手

続きをするということに関して、当然お金が出るわけですから厳密な手続きが必

要だということはよく承知をしているんですけれども、今の課長のお答えの中で

ＪＡと国と協力をして指導をしていく、県も協力して指導をしているということ

だったんですけれども、相談窓口みたいなものはどこかに設けたりしているのか、

もしくは設けていないのだったら設ける予定があるのかどうか、その辺を伺えま

すか。 

 

西野農業技術課長 先ほど言いましたが、相談の窓口というのは前年度のうちに各農務事務所に

設置をしております。何かあればそこに相談をしてもらうというふうに知らしめ

てもございました。施設を再建する事業につきまして、取りまとめは市町村とい

うことで、市町村独自でも窓口を設けてございますけれども、市町村とＪＡが連

携をしてきめ細かく、わからないことはサポートしていきたいと思っております。 

 

永井委員  もう１点なんですけれども、先ほど杉山委員の質問の中で業者の話が出てきた

のですが、７社、県内で再建をする会社があるということなんですけれども、こ

の補助内容とか、その補助をどうするかというところで、これはある業者の方か

らちょっと伺ったんですけれども、つぶさないと再建は当然できないわけで、つ

ぶすためには当然その費用もかかるわけで、それをつぶしちゃった後の、各委員

から出たように、スピーディーな対応という部分の中で、いつごろそのお金が入

ってくるのかというようなことを結構質問があったりもするんですけれども、そ
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ういう業者に対して今回のことに関して県が相談に乗るようなところは、それは

どこかあるのかということをちょっとお伺いします。 

 

西野農業技術課長 業者につきましても、６月１２日だったと思うんですけれども、一度集まっ

ていただきまして、事業の中身だとか事務の説明もさせていただいております。

その後、何かあれば私どもの方へ聞いてきてくださいということでしっかり情報

がやりとりできるような形はつくっております。さらにもっと細かいところでい

ろいろ相談があれば、何回か集まってそういう検討、相談をする場を設けていき

たいと考えております。 

 

永井委員  対応は各市町村だと思うんですけれども、この補助の事業というのはやっぱり

広域的で画一的にやっている部分です。今、課長がおっしゃられたように、ぜひ、

どこに聞けばいいのかっていうような問い合わせもあったりしますので、ことあ

るごとにきめ細かい情報の案内のＰＲみたいなものもあわせてしていっていた

だければと思います。 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。       

 

※請願第２３－６号 「ＴＰＰ（環太平洋連携協定）交渉」への参加に反対する意見書採択 

を求めることについて 

 

 

意見       （「継続審査」と呼ぶ者あり） 

 

討論        なし 

 

採決        全員一致で継続審査すべきものと決定した。 

 

 

※所管事項 

質疑 

 

（果物の輸出促進について） 

望月委員  まず山梨の果物の輸出の促進についてお伺いいたしますが、初めに昨年の県産

果樹の輸出状況を示していただけますか。 

 

丹澤農産物販売戦略室長  

昨年度の輸出額につきましては、総額で３億５,７００万円、主な輸出先は台

湾、香港でございます。また、輸出額の約７割、２億４,０００万円が桃という

状況でございます。 

 

望月委員  今の答弁の中で約７割、桃が主体だということでございますが、当然、山梨に

はブドウ、それからそのほかの果物があるわけですけれども、台湾で、やはり県

産の桃が非常に評判がいい、おいしいということで、ただし、アメリカ産等も当

然入っていまして、私も６月の会派の調査で台湾の販売店、デパートの店頭で試
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食販売をＰＲしたり、また、パンフレットを配ったりして活動をしたのですが、

その中で、日本の桃はおいしいけれども、やはり価格が１個１,０００円以上す

る。アメリカの桃は３００円ぐらい。約半値以下だと。ただし、台湾の富裕層に

おいては日本の桃には非常に好感を持っているということでございますが、果物

の流通においてこれからどのように農政部で取り組んでいくのか聞きたいと思

います。 

 

丹澤農産物販売戦略室長  

台湾につきましては、委員御指摘のとおり非常に人気がございまして、昨年度

の輸出額は１億１,０００万円余りという状況でございます。また、今後どのよ

うに取り組んでいくかということで、現在まで行っておりますＰＲ活動とあわせ

まして、台湾の桃輸出につきましては検疫もございますので、それについての対

応をすぐにできるような形で対応させていただいて、台湾での桃の輸出を伸ばし

ていきたいと考えております。 

 

望月委員  植物検疫の問題、過去にも山梨の桃に虫が出たということで台湾でも輸入を規

制したということもありました。しかし、植物検疫の台湾での、山梨から、日本

から行くものはそうですけれども、その関係において、青森のリンゴなども相当

量台湾にも入って、恐らく東南アジアにも行くと思うんですけれども、山梨の桃

もやはり過去に植物検疫の問題があったということで、台湾側からすると厳しい

と。植物検疫のガイドライン、国が当然関与してくると思うんですけど、そこら

を山梨県としても強力に国の対応を求めることが必要と思います。調査のときに

もＪＡ石和、それからフルーツ山梨の常務さん、専務さんも一緒に同行して向こ

うの現地の状況を非常に心配して見てきたわけですけれども、やはり山梨の桃、

ブドウ、そうした果物を輸出するときに、台湾以外でも海外では相当植物検疫が

厳しいということでございますので、そこらの対応をどのようにこれからとって

いくのかお聞かせください。 

 

丹澤農産物販売戦略室長  

台湾の植物検疫につきましては、非常に労力がかかるということで、現在、出

荷団体に対しまして検査などの作業が効率的にできますよう、講習会等の機会を

通じて指導とかをさせていただいております。また、昨年度は知事が台湾に参り

ました際に検疫当局を訪問いたしまして、検疫緩和に向けて理解を求めたところ

でございます。また、植物検疫につきましては、国対国の交渉事ということでな

かなか難しい面もございますけれども、県としても国に対して継続的に働きかけ

を行う中で、この検疫緩和の方向に向けて県としてもできる取り組みをしてまい

りたいと考えております。 

 

望月委員  輸出に対しては生産農家、また山梨県農政部もそうですが、大変御苦労いただ

いているところでございますが、やはり植物検疫というものは、輸出に対しては、

特に生ものに関しては厳しい状況にもあるし、それだけまた高品質なものを納め

なければならないということで、やはり高い評価が得られると思うんですけれど

も、そうした中で台湾ばかりでなくて、外国へ山梨の桃、果物を輸出するときに

はやはりこの検疫の状況を特に国対国、今言ったように知事に国のほうにも要請

してもらう、また、台湾の検疫所にも行って、そういうことも話をしてもらう、

実情を話してもらう、そうした中でのやはり環境づくりが非常に大事だと思うの

ですが、そこらの対応をお願いします。 
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丹澤農産物販売戦略室長  

台湾の桃の検疫については非常に厳しいというお話をいただいております。そ

うした意味で生産者の皆さんが意欲的に取り組んでいただけますように先ほど

申し上げました国への植物検疫への働きかけですとか、台湾当局の方にお伺いす

る中で直接要望したりというような活動を今後も引き続き進めまして、生の果実

の輸出が増加していくように取り組んでまいりたいと考えております。 

 

望月委員  青森のリンゴの話を先ほどさせてもらったのですけれども、台湾で聞いても、

青森のリンゴは相当量輸出されているんですね。その植物検疫という問題も山梨

県でも他県の状況も研究しながら、リンゴばかりじゃなくてミカンとか、そうい

う輸出品も相当出ているようですけれども、私たちが行ったときには台湾の、日

本で言えば、東京の超一流の果物屋の店頭でやはり山梨の桃を扱っていただいて

いるのですが、そこを見るとやはり青森のリンゴが相当量入っている。また、よ

そのミカンも入っていましたけれども、そういう他県の対応策というものも山梨

県でももっと勉強していくのがいいんじゃないかと思います。 

  特に、向こうの東南アジア、熱帯地方だと果物は非常に豊富でございます。先

ほど言ったように桃はアメリカから入ったり、リンゴは中国のほうから来たり、

いろいろな状況があります。その中でやはり勝ち抜いていくためには、そうした

他県の、やはり青森のリンゴとか四国のミカンとか、輸入体制の状況を研究して

いくことも必要ですけれども、そこらをどのように取り組んでいかれるかお願い

します。 

 

丹澤農産物販売戦略室長  

台湾の検疫につきましては、向こうの対象になっているガの一種、モモシンク

イガでございますが、これが寄生するということで、対象の品目はリンゴ、梨、

桃、スモモという状況でございます。リンゴにつきましては、出荷までに冷蔵し

ておく期間が長いということ、桃については収穫しましたらすぐに出荷をし、輸

出をするということで、そのまま虫が生きている状況で輸出される可能性があり

ますので、検査については厳格にしなければいけないと。リンゴにつきましては、

ある程度冷蔵の期間がございますので、その辺では対応が比較的よいということ

はあるかと思いますけれども、基本的には桃の生産産地と連携する中でこの問題

については、なるべく植物検疫が効率的にできるようなことで連携をしながら進

めてまいりたいというふうに考えてございます。 

 

望月委員  確かに今言われたように果物、桃はそういう意味では短い。ただし、アメリカ

の桃の話を聞くと、アメリカの桃は相当保存期間を持っても熟成が遅いというこ

とで、その点、山梨の桃との違いもあるやに思うんですけど、それと１点、先ほ

ど申し上げました価格の問題。山梨の桃は高品質ということもありますけれども、

２倍から３倍近い値で売られている。１個１,０００円以上で売られているとい

うことで、富裕層の人たちは台湾でも相当買っていて、私たちが行ったときも進

物でやるとかで、箱で買っていった人たちもいますけど、台湾や他の外国を見て

も富裕層の人を対象だけではなく、中、またはその下のそういった人たちの、や

はり一般的な食物として山梨の桃もまた試されていく、そういうことが非常にこ

れから望まれてくると思うんですけれども、そういうことも踏まえながら台湾に

限らず、東南アジアはこれから大事な取引先になってくるんじゃないかと思いま

す。ひとつ強く、知事がまた国にも対応を求めながら、植物検疫とか、また生産

者の皆さんにできる限り人件費、工賃、経費を抜いて安く納められるような、そ

して高品質のものを輸出していくということが、山梨の桃のこれからの先行き伸
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びていくのではないかと思いますが、ひとつお願いいたします。 

  それから、先ほども話に出ました、タイで知事がトップセールスを行うという

ことで、３部合同でということでございますが、３泊４日という話が出ていまし

て、これに対してどのような内容で、山梨県としての将来に向けてタイへのトッ

プセールスの中で訴えていくのか聞きたいと思います。山里部長、ひとつお願い

します。 

 

山里農政部長  本年、タイにトップセールスを予定してございます。これは先ほど御指摘がご

ざいましたように、観光部のトップセールスとあわせて農政部のトップセールス

も合同で実施する予定でございます。内容でございますけれども、現在予定して

おりますのが果物のＰＲに関してでございますが、バンコク市内の有名百貨店に

おいて山梨のフルーツフェア、富士の国やまなしフルーツフェアというものを開

催する予定でございまして、この中ではタイの日本大使館のほうに協力もいただ

きまして、フルーツフェアを有名百貨店で開催する予定でございます。また、タ

イの現地の輸出入業者ですとか、販売事業者を訪問しまして、販売促進活動を実

施していく予定でございます。いずれにしましても、委員御指摘のように果物の

輸出は本件の農業の振興という意味では非常に重要な分野でございます。将来の

国内市場の人口の減少などといった状況を見ますと、縮小していくという声も根

強くございますので、そういった山梨県の農産物の市場を開拓していくというこ

とが非常に重要でございますので、現在、国におきましても成長戦略の一つとし

て輸出促進ということがございます。ほかの産地との連携ということも視野に入

れながら、国の輸出戦略をしっかりと動向を捉えながら、本県における果物を中

心としました農産物の輸出促進にしっかり取り組んでまいる考えでございます。 

 

望月委員  今、山里部長のお話がありましたが、山梨県の果樹、輸出のための基礎となる

台湾とかタイ、一つの大きな重点地区だと思いますので、できれば大使館を大い

に活用しながら、現地の業者、日本から行っている業者とかそういうところもあ

りますので、ぜひよろしくお願いいたします。 

 

       （やまなし有機の郷について） 

仁ノ平委員  やまなし有機の郷の取り組みについて何点か伺いたいと思います。ことしでこ

の取り組み、３年目でしょうか、いよいよ大事な年に入ってきたと思うのですが、

今年度は共同出荷の体制づくりがその目玉というか重点というか、予算がたくさ

ん組まれているように承知しております。いよいよ７月になります。果菜類を初

めとする夏野菜の出荷の時期になってきましたが、この有機農産物の共同出荷体

制づくりの進捗状況についてまず伺います。 

 

西野農業技術課長 有機農産物の販売を促進するということで、共同出荷のシミュレーション事

業という調査事業をことし予算化しております。進捗状況ということでございま

すけれども、その調査を実施してもらう機関を公募いたしました。５月に公募し

たのですけれども、その委託先が決まりまして、そこと具体的な打ち合わせを今

やっております。集める品目や量とか販売先等々の打ち合わせを今やっていると

ころでございます。 

 

仁ノ平委員  大体いつごろから出荷が始まりますか。 

 

西野農業技術課長 できれば７月中ぐらいに出荷を始めたいと思っております。 
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仁ノ平委員  有機農業者の手間ひまがかかっている、労苦の結晶の生産物ですので、適正な

る価格設定を望みますが、価格設定についてはどのようにお考えか。 

 

西野農業技術課長 有機農産物につきましては手間もかかりますし、生産量も若干少ないという

ようなこともございますので、農家の手間を考えれば、販売価格につきまして、

通常よりも１割増ぐらいの値段でまず様子を見たいというふうに考えておりま

す。 

 

仁ノ平委員  出荷先についてですが、私は県内を第一に考えていただきたいと思っています

が、どういう状況ですか。 

 

西野農業技術課長 打ち合わせの中で決めていくわけですけれども、県内に限らず、県外の量販

店も含めて、いろいろなところを想定しております。 

 

仁ノ平委員  県内外にというだけの生産量はあるんですか。 

 

西野農業技術課長 シミュレーション事業でございますので、継続的にある一定の量を出してと

いうことですので、今のところ１日の量として２００キロぐらいを想定していま

すので、それがどれぐらい集まるかということも含めて、まず受ける量販店側と

の交渉もしながら、もちろん量が少なくてもいいという地元の小売店についても

対象には考えていきたいと思います。 

 

仁ノ平委員  いよいよ共同出荷が始まるということで、私は生産物とともにぜひやまなし有

機の郷というロゴというんですか、山梨ではこういうことには力を入れているん

だぞという戦略とともに、山梨のことをともにＰＲするものであっていただきた

いと思っているんですが、やまなし有機の郷の農産物、そのＰＲについてはどの

ようにお考えでしょうか。 

 

西野農業技術課長 生産者にはいろいろな方がおりますので、話し合いの中でどういう形で統一

ができるのか、というところからしっかり検討をしていく必要があろうかと思い

ます。その結果、共同でＰＲした方が当然、ＰＲ効果も高いというふうなことも

ございます。そういう合意が形成されればやり方もそんなふうにしてできればと

思いますけれども、まだ検討段階ということでございます。 

 

仁ノ平委員  ぜひ、富士の国やまなし、有機の郷やまなしと売り込んでいただきたいと思っ

ています。 

  来月末から早ければもう始まるということですが、いつまで出荷は続きますか。 

 

西野農業技術課長 事業の中ではおおむね４カ月を予定しておりまして、１０月いっぱいぐらい

かなというふうに想定しております。 

 

仁ノ平委員  ことしはシミュレーションで、初年度であるということでいたし方ないなと思

うのですが、ぜひ単年度で終わることなく継続していただきたい。出荷量もふや

していただきたい。生産者への呼びかけもしていただきたい。その上でぜひ４カ

月と言わずに、丸々１周年は無理でしょうけど、タッグを組めば、現在は山麓で

の生産者が多いと思うんですが、低地の有機農産物の生産者も巻き込めば周年出

荷ということもできると思うんですよね。冬の間もニンジン、大根、サトイモ、

カブ、それと初冬のころはレタスも可能ですし、ぜひ、ことしはシミュレーショ
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ンであっても、たくさんの生産者を巻き込んで、また、有機農業者をふやして、

周年出荷に向けての努力をしていただきたいと思います。いかがでしょう。 

 

西野農業技術課長 先ほど言いましたシミュレーション事業につきましては、調査の取りまとめ

等もございますので、期間をおおむね４カ月ということにさせていただきました

が、今後は事業の成果も生かしながら、実際に共同出荷を、成果を生かしながら

実践していく段階になりましたら、周年出荷も視野に入れながら体制づくりをし

っかり関係者と検討していきたいというふうに思います。 

 

       （雪害対策のマニュアルづくりについて） 

樋口委員  本会議でも質問させていただいて、いい御回答をいただきました。史上最大の

豪雪に耐えたハウスや棚の所有者に聞き取りして、マニュアル化して次に備える

ということでありますけれども、まさに今回の雪に耐えられれば、本当に怖いも

のはないという気もするのですけれども、詳しく教えていただきたいと思います。

どういう調査をしながら、このマニュアルを作成していくのでしょうか。 

 

西野農業技術課長 雪害の対策のマニュアルということでございますけれども、これにつきまし

ては、試験研究機関でございます総合農業技術センターと果樹試験場のほうで実

際雪害に耐えたといいますか、つぶれなかったハウスの実態と構造とか、あとは

どんな管理をしたかというようなことを聞き取りながら、こういう対応をすれば

雪に強いというようなことを盛り込んだマニュアルにしていきたいと思ってお

ります。 

 

樋口委員  もう既に調査に入っているんでしょうか。 

 

西野農業技術課長 調査はおおむね５月いっぱいで、聞き取りやペーパーで配って調査もして、

一通り終わっております。今、取りまとめの作業に入っております。 

 

樋口委員  被害に遭われた方々の支援を、復旧復興に努めながらしていただいたことは非

常にありがたいことで、ぜひもっともっとアピールをしていただきたいと思うば

かりであります。そして、全体的な防災対策、防災計画について、台風シーズン、

災害シーズンまでの９月ごろをめどに見直しを図り、今回の教訓を盛り込んでい

くということでありますけれども、このマニュアルはやっぱりそういったような

時期、次のサイクルに間に合わせるんじゃないかなというふうに思いますが、ど

のぐらいをめどにつくっていくんですか。 

 

西野農業技術課長 調査が一通り終わって、まとめの作業ということで、できる限り早くしたい

と思います。実際、農家の方がそれを見ながら勉強するというようなところは秋

以降が本格化すると思いますけれども、そこまで調査も済んでおりますので、で

きれば７月中ぐらいには取りまとめて発表していきたいと思っております。 

 

樋口委員  せっかく忙しい思いをして丁寧に作業が進んでいるわけでありますから、ぜひ

実りの多い事業といいますか、作業をしていただきたいなと思いますけれども、

今回の本会議での代表質問での質問づくりの中で、それだけではなく、担い手対

策にもなるんでしょうけれども、技術的なものの継承についてもハウスやブドウ

棚を御自身たちがつくっていくことについても、少し事欠いてきたというような

ところも調べていく中でいろいろな声を聞いてきました。できればそちらの方面

にもさらに膨らませて、担当課が違うかもしれませんけれども、どうせつくるな
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らば雪に絶対負けないものをつくりたい、あるいはどうせつくるならば若手農家

を巻き込んで、そういったものを継承していくことが一石二鳥といいますか、し

ていった方がより効率的ですし、自然災害に負けない産地づくりにつながるんじ

ゃないかなと思うのですが、いかがでしょうか。 

 

西野農業技術課長 地域ではそういう技術を継承しているグループというのもあるんですけれど

も、高齢化等のために減ってきているのも現状でございます。マニュアルができ

上がった後に、そういう地域の方々に呼びかけてこのマニュアルを使って果樹試

験場の技術普及部が中心になりながら、特に秋以降、農閑期になると思いますけ

れども、勉強会、研修会等を開いて、災害に強い、しかも技術を継承できるよう

な対応をしていきたいと考えております。 

 

樋口委員  私たちも全面的に産地あるいは、フルーツ王国である本県の農家、果樹農業を

応援してきているつもりですし、ほかの業種の産業の人たちも農業ばかりいいじ

ゃないかという声もありながらも、桃、ブドウ、スモモは日本一だというステー

タスを共有しているわけですから、ぜひこれからもその進捗状況といいますか、

アピールをしてほしい。こうやってきてこうなっているから次は大丈夫だよと。

また雪が降ったり、雨が降ったらだめになっちゃったじゃなくて、こういうこと

をやりました、ご安心くださいというような意味合いも含めてアピールをしてい

っていただきたいと思っていますけれども、最後、そこをお聞きしたいと思いま

す。 

 

西野農業技術課長 研修をしながら、その成果も大いに出すことによって、さらにそれが普及す

るということになりますので、進捗状況あるいは成果、もろもろのものを広く知

らしめる努力をしていきたいと思います。 

 

樋口委員  ですから、マニュアルを広く配布したり、勉強会したり、学習会したり、現地

実習会したりということをしたら、ぜひ県民にやっていますよということをアピ

ールしていただきたい。 

 

西野農業技術課長 ぜひそういうことでアピールを一生懸命したいと思います。 

 

       （新規就農者及び農業の企業参入について） 

飯島委員  新規農業者数が着実に増加しているというふうに伺っています。まず具体的に

自営就農者数、あるいは雇用就農者数をお伺いしたいと思います。 

 

土屋担い手対策室長 平成２５年度の新規就農者数は２４８人でございます。ここ３年は２００

人を超えております。このうち、自身で経営を開始いたします自営就農者数は１

３２人、企業や農業生産法人等に就職した新規雇用就農者数は１１６人でござい

ます。 

 

飯島委員  ここ３年、２００人以上ということで着実に増加しているのかなというふうに

思います。実績がわかりました。企業参入の増加を背景に新規雇用就農者がふえ

ていると伺っていますが、そういう傾向というのはここに来て特徴的にあらわれ

たのか、それともそういう傾向が長々あって、これからも続くのか、その状況と、

新規雇用就農と新規自営就農、それぞれの今の傾向と特徴、これをどういうふう

にお考えなのかお伺いしたいと思います。 
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土屋担い手対策室長 新規雇用就農者につきましては、平成１６年度以降、年々増加をしており

ます。これは就農を希望する方の数そのものが増加しているということに加えま

して、委員御指摘のとおり、企業の農業参入により就農希望者の受け皿が増加し

たことなどが要因ではないかと考えております。新規自営就農者につきましても、

年次により多少変動はございますが、おおむね増加傾向でございます。このうち

非農家の方が新たに農業経営を開始いたします新規参入者の方が、増加傾向でご

ざいます。これは自然志向などで人々のライフスタイルが変化したということや、

近年の雇用環境の影響で職業として農業を選択する方がふえていることなどが

原因ではないかと考えております。 

 

飯島委員  もろもろの原因がある。雇用の状況ですとか農業に対する、最近は山ガールじ

ゃなくて農業ガールですか、そんな言葉もあるぐらいですから、そんな傾向があ

るということですけれども、平成２５年度における企業の参入の実態というのは

どうなんでしょうか。 

 

土屋担い手対策室長 平成２５年度の企業の参入数は１２社でございます。 

 

飯島委員  これまでの累積は。 

 

土屋担い手対策室長 これまでの累積では８８の企業が本県に参入をしております。 

 

飯島委員  いわゆるものづくり関係の企業が撤退という中で、逆にこういった農業関係の

企業がふえているのはとてもいい傾向だなと思うわけです。また、こういう企業

の参入は、農業の資機材販売や雇用の創出にももちろんメリットがあるのですけ

れども、いわゆる耕作放棄地が解消されるというか、少なくなるというふうなこ

とも考えられると思いますけれども、そういった実績は今まであるんでしょうか。 

 

土屋担い手対策室長 先ほど申し上げました参入企業が８８社でございまして、そちらの企業全

ての農地の利用状況をタイムリーに捉えるということは、なかなか難しい状況で

ございますけれども、参入時に計画ということで頂戴いたしているものを集計い

たしますと、参入した企業８８社で営農の面積は合計で１５８.４ヘクタール、

うち耕作放棄地を８１.６ヘクタール利用するという計画を御提出いただいてお

ります。ちなみに、昨年度参入いたしました１２社につきましては、営農面積が

３７.６ヘクタール、そのうち２７.１ヘクタールが耕作放棄地ということになっ

ておりまして、年々、参入企業の経営規模が大きくなっておりますので、農地の

利用面積も拡大をしているというふうな状況でございます。 

 

飯島委員  耕作放棄地解消にもいいということでありますので、さらに御努力いただきた

いというふうに思います。農業に適している、あるいは農業の作物というか農産

物によって地域はいろいろ違うんですけれども、企業参入の傾向というのは地域

的な特徴があるのか、それとも全県的に満遍なくふえているのか、現状どうなん

ですか。 

 

土屋担い手対策室長 現状を申し上げますと、参入市としては北杜市が非常に多くなっておりま

す。これはまず、まとまった農地があるということ、それから、近年、参入する

企業の多くがトマトを栽培したいという意向が強くございます。そういったこと

からトマトの栽培に適した冷涼な気候が得られるということで、北杜市が多くな

っております。しかし、耕作放棄地の発生は全県下の問題でございますので、私
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どもとすれば今後は参入を希望する企業のニーズを的確に捉えながら、県下全域

に企業参入を誘導していければと考えております。 

 

飯島委員  ぜひ全県的な取り組みもしていただきたいというふうに思います。 

  山梨はやはり果樹ですから、果樹経営の新規就農者はどうかということもやは

り一番気になるところなんですけれども、果樹経営の自営就農、雇用就農はどん

な現状なんでしょうか。 

 

土屋担い手対策室長 昨年度、果樹につきまして新規自営就農者は７１人、自営就農者全体で１

３２人ございましたが、そのうちの５３.８％が果樹でございます。一方、法人

等への雇用就農者のうち果樹は４５人、これは雇用就農者全体１１６人の３８.

８％に当たります。 

 

飯島委員  こういう数字は今後変わると思うんですけれども、この数字を現状どういうふ

うに把握していて、将来的に中長期的にどういうふうな指導していて、頑張るの

かという目標がありましたらお伺いしたいと思います。 

 

土屋担い手対策室長 作物別に見ますと、本県の農業形態は、５割以上が果樹ということでござ

いますので、新規の自分で就農される方が５割を超えるという数値は妥当なとこ

ろだなと考えております。一方、雇用就農、これは先ほど申しました参入企業を

含め６０社への雇用数ですが、先ほど果樹４５人とお答えいたしましたけれども、

次いで野菜４２人と非常に高い割合になっています。野菜の経営体の占める割合

は２割弱でございますから、そうしたことを考えますと、非常に雇用就農の割合

が高くなっていると。これは先ほどから説明させていただいております企業の参

入がふえていること、あるいは大規模な法人がふえているというようなことから、

野菜の場合は雇用就農がふえているのだというふうに評価をしております。そう

したことから、今後も企業の参入を積極的に進めることで新規就農者の確保につ

ながるのではないかと考えております。 

 

飯島委員  農業被害はありましたけれども、逆に担い手の参入はここ３年ふえているし、

果樹の山梨としても雇用あるいは自営、それぞれいい傾向にあるということであ

りますので、ぜひこれからも室長には頑張っていただいて実績を上げていただき

たいと思いますので、最後に取り組みの決意を伺って質問を終わりたいと思いま

す。 

 

土屋担い手対策室長 新規就農者数の確保は本県農業の最重要課題であるというふうに考えてお

ります。そうしたことから、チャレンジ山梨行動計画、あるいはやまなし農業ル

ネサンス大綱に目標値を設定する中で、各種の施策を進めてきております。第２

期のチャレンジ山梨行動計画では平成２６年度に年間の就農者数を２５０人に

するという目標を設定しております。繰り返しになりますが、各種施策を進めて

きた結果、昨年度、２４８人ということで、もう一歩というところに来ておりま

すので、目標達成は間違いないと思いますけれども、気を緩めることなく目標を

上回るような成果が上げられるよう努めていきたいと考えております。 

 

       （耕作放棄地について） 

前島委員  今も遊休農地の話とか放棄地の話が出ましたけれども、このことについてはか

なり長い間、山梨県は、全国的に見まして大変遊休農地、放棄地が多い県と言わ

れているのですけれども、その直近の実態というのは一体どんな状況にあるのか
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という点について改めて伺っておきたいと思います。最も近いデータでは、山梨

県の耕作放棄地が全農地に対する割合はどのぐらいを占めているのか。そして、

全国的なランクではどんな位置にあるのかという点を聞かせてもらいたいと思

います。 

 

伏見農村振興課長 荒廃地の直近の公表数でございますけれども、平成２５年度については今、

集計中でございまして、平成２４年度の数字になりますけれども、全体で６,４

８０ヘクタールという数字になっております。全国ベースの順位につきましては、

２００５年のセンサスのときに長崎県に次いで第２番目という数字がございま

した。現在では耕作放棄地率についての公表はされておらないのですけれども、

その状況は変わっていないのではないかということでございます。 

 

前島委員  依然として山梨の農地の状況が深刻な状況にあるということについて、農政部

としてはどのような対策を講じて、こうした問題の解消に力点を置こうとしてい

るのかということについて総括的な見解でいいと思うんですけれども、聞かせて

もらいたいと思っているわけです。 

 

伏見農村振興課長 耕作放棄地の解消の仕方につきましては、数々の対策があるわけでございま

すけれども、まずはそこを解消しなければならないということで、国のほうの再

生交付金を使ってそれを解消する、あるいは土地改良事業等の国補を使って解消

したりと、ハード面での対策がございます。 

本年度、農地中間管理機構が設置されましたけれども、ここが一旦耕作放棄地

を借りて、それを解消して借り手に貸し出します。今までは解消すると同時に新

しく耕作放棄地が発生するということもありましたが、今後は中間管理機構が主

体的になって発生防止と解消していくことを考えております。 

 

前島委員  この問題は、山梨県、中山間地域の農地が大勢を占めていると。しかも急峻な

地形であると。そして、大化の改新以来の、本当に段々畑、段々水田のような状

態が今もやっぱり圃場整備が進まない状況の中で進んでいるということと、それ

から、もう一つは、それぞれの地域の畑の状態、それから農地の状況を見ると、

昔のままで出入りができない。いわゆる私たちの地域、私たちの農家の言い方で

言うと、「飛行機畑」と言うんですね。車が入れない。飛行機で入らなければ入

れないという、「飛行機畑」という表現をしているんだけれども、そういう農地

が山つき地帯に行くにしたがってどんどん多くなっている状態なんですね。こう

いう問題に何とか特化して取り組まないと、全国２位なんていう、こんな不名誉

な状態の解消はなかなか難しいと。 

  ただ、非常に将来に希望を持っている。山梨の農地は全国指折りの肥沃地であ

るという点は、恐らく全国のランクでは山梨の農地がトップクラスだと思います。

私も農業をしておりますけれども、そういう貴重な農地の肥沃度をどう生かすか

ということが今、山梨の農政にとって極めて喫緊にして重要な課題だというふう

に思って見ているんですね。その点について、やはりもう少し山梨方式に特化し

た、小規模な農道、３メートルとか４メートルというのでなくて、２メートル、

２.５メートルというふうな、段々畑の奥まで農地をつくっていくような、そう

いうことに力点を置いて、こうした問題の解消を図ることができればいいなと。

いつも私はみずから経営をしながらしみじみと考えているんですね。 

  最近、私の近所に東北のほうから青年がやってきて、あっちの畑、こっちの畑

と少しずつ借りて、一生懸命やっています。桃とかプラムを。その青年の話を聞

くと、どの畑も不便な畑ばかりで、「本当は、車が入っていけばもっと借りたい
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んだ」と、こういうふうなお話をいつも会うたびにされるんですね。こういう問

題についてもう少し、積極的な取り組みが必要ではないかと考えているんですけ

れども、そういう取り組みについて、新たな展開を考えているかどうか、そうい

う点を伺いたいと思います。 

 

伏見農村振興課長 そういった、小規模な畑につきましては、貸す場合にも隣近所の畦畔を崩し

たり、畦畔を撤去して使いやすくするとか、あるいは、今言われたような狭い道

路についてちょっと拡幅すれば入れるという、小規模な基盤整備につきましては、

先ほど言いました農地中間管理機構が耕作放棄地を解消して、その後、もうちょ

っと使いやすいようにする小規模な基盤整備については、県が助成する制度を平

成２６年度からスタートしたところでございます。 

 

前島委員  今取り組んでいる農地中間管理機構の現状の取り組みの状況にあわせて、今ど

んな状況にあるか。取り組んでいる、そういう農地にかかわる経営、あるいは個々

の農家の管理に対する、いわゆる作業支援、いわゆる貸し借りの関係についての

動きはどんなふうに今進んでいるのかという点についても聞かせてもらいたい

と思います。 

 

伏見農村振興課長 農地中間管理機構は、この４月１日からスタートしたところでございまして、

いわゆる受け手、農地を借りたい人たちという方の公募をいたしたところです。

６月１３日で一旦締め切りをしたところですが、９５名の方から、面積にして約

８３ヘクタールの規模拡大をしたいという応募がございました。今これを公表し

て、今度はこの方たちに農地を貸し出すため、市町村等と協力いたしまして、農

地の出し手の情報を収集しています。受け手の方たちとマッチングし、機構が貸

し出しをしていくという状況で、今、そのマッチングを進めているところでござ

います。 

 

前島委員  今、農業は大変見直されて、農業がより政治や行政の大きな焦点になっている。

一つはＴＰＰの問題もいよいよ具体化をしてくる、そして国際競争に勝ち抜かな

ければならない。そういう中で担い手の不足、いろいろなことを含めて、日本の

農業全体を、基盤問題を含めて、規制改革会議等で抜本的な農業改革の取り組み、

全ての面で大きな変革を今、やろうとしているわけですね。ちなみに山梨県の農

業生産額というのは、全体の生産額の中では６、７％に過ぎないんです、総生産

額の。それを何としても、これだけの山梨県の肥沃な土地、この恵まれた、山間

地農業といえ、努力をすれば魅力が出てくる、この農業をせめて１０％ぐらいの

生産額を占める割合に上げていくという努力が今、山梨県の農業の中で大きなビ

ジョンを掲げて取り組む必要があると思っているんです。そういう点で、最後は

農政部長から、この今、全県民の総生産額に対して現状は６、７％の状況を何と

か１割に上げる、そういう気迫を持った農業のイノベーション計画をこれだけ長

く掲げているわけですから、何とか足踏みでなくて、実行成果を上げられるよう

な方向で取り組むべきだと思っていますが、最後に御所見を聞いて終わりたいと

思います。 

 

山里農政部長  他産業との対比ということでいきますと、なかなか目標値、全体の１割以上と

いうふうなことを掲げるのはなかなか実態として難しい。国のほうもそういった

目標値を掲げてございませんけれども、ただ、委員から御指摘がございました、

できるだけ地域の活性化という観点で農業生産額を上げるということは、これは

非常に重要なことでございまして、我々農政部としましては農地の流動化の問題
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もそうでございますけれども、また、担い手の対策、やはり人・農地問題も非常

に重要でございますので、今後、山梨県の農業を支えていく人の問題、また、農

地の問題、農地中間管理機構ですとか、担い手対策の新しい展開などを見捉えな

がら、またさらには販売戦略も成果が上がる取り組みを実施し、極力、本県農業

の生産額が上がるように施策の展開を図ってまいりたいと考えているところで

ございます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成２６年６月定例会農政産業観光委員会会議録 

 ３８

主な質疑等 エネルギー局・企業局 

 

※第１０５号 山梨県公営企業の設置等に関する条例中改正の件 

質疑 

 

望月委員  今回の条例改正の中で、電気事業に附帯する事業が追加されたことについて、

説明をいただいたのですが、この追加されたという点はどういう内容か。 

 

日向企業局電気課長 本年９月に運転開始を予定しています大城川発電所は再生可能エネルギー

固定価格買取制度を活用して売電入札する初めての発電所であるとともに、最大

出力が１,０００キロワットに満たないことから、私たちが今まで行っていまし

た一般電気事業者、いわゆる東京電力さんに長期にわたって電力供給を行う卸供

給事業でなくなるため、総務省の通知に従いまして、電気事業に附帯する事業に

位置づける必要が生じました。また、「やまなし小水力ファスト１０」、そして今

後開発する発電所も同様な取り扱いにさせていただきたいと思います。 

 

望月委員  「やまなし小水力ファスト１０」の施設全てこれに対応するということでござ

いますが、これに対して大城川発電所などの個別名称でなく、小規模水力発電事

業として表の中に載ってきたわけですけれども、これは何か根拠があってそうし

たんですか。 

 

日向企業局電気課長 地方公営企業法で、地方公営企業の設置及びその経営の基本に関する事項

として、事業の規模に関する事項を条例で定めることとしております。大城川発

電所とやまなし「小水力ファスト１０」として建設する発電所は電気事業に附帯

する事業であって、法定の電気事業でない上に、今までの西山発電所、野呂川発

電所等の主力の発電所に比べ、最大出力がおおむね１００分の１以下の設備であ

るため、一つ一つの設備を一人前の発電所として列挙するよりも、一括とするこ

とのほうが事業の規模を示すことが目的とされております条例の趣旨を考える

と合理的であると考えたためでございます。 

 

望月委員  今の答弁の中で、約１００分の１の規模、大城川水力発電が４９キロ、恐らく

今後建設される施設の規模とそんなに変わらないかと思いますけれども、それを

見たときに最大出力合計が１,３００キロワットを超えない範囲ということで今

の話の中にもありますが、この理由づけというか根拠は何ゆえか教えてもらいた

い。 

 

日向企業局電気課長 １,３００キロワットの根拠ということですけれども、先ほど申しましたよ

うに大城川発電所が４９キロ、それから「やまなし小水力ファスト１０」で今後、

事業計画全体で、まだ確かじゃありませんけれども、おおむね１,２００キロワ

ット程度を想定しております。それらを足して、おおむね１,３００キロワット

ということで今回、提案をさせていただきました。 

 

望月委員  残りの全てを含め、１０カ所、１,３００キロ以下ということで答弁があった

んですけれども、この大城川発電所が電力をこれから売電をするわけですけれど

も、今までは固定価格で東電に、企業局の場合、東電との関係があったと思いま

す。これからは、今、東京都もそうですけれども、東京電力ではなく民間へも売

電をするというような方針がとられているんですけど、この小水力発電の大城川
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ほか１０カ所がどのような売電方法かお伺いします。 

 

日向企業局電気課長 大城川発電所の運転開始後の発電電力につきましては、売却先を先ほど言

いましたように企業局として、初めて一般競争入札で決めることといたしまして、

既に６月１７日から公告を行っております。７月２日まで入札参加者を募集し、

７月１０日に売電先の電気事業者が決まる予定です。入札参加の対象者を山梨県

内に電気を供給する電力会社または新電力としていますが、現在、対象事業者か

ら多くの質問が寄せられてきております。 

 

望月委員  今、公告したということで売電先を募っているようですけど、現在、何社ぐら

い来ていますか。 

 

日向企業局電気課長 締め切りがまだですので、この場では何社ということは発言できません。

決まりましたら、１０日には何社応募して入札単価が幾らなのか、公表をさせて

いただきたいと考えております。 

 

望月委員  ぜひ、この小水力発電、これからの電力関係で企業局も力を入れていくと思う

のですけれども、ひとつ観光的な面も含めながらこの小水力の推進をぜひ強力に

お願いしたいと思います。 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。       

 

 

※請願第２３－３号 国に原子力政策の転換を求めることについての請願事項の２及び３ 

 

意見       （「継続審査」と呼ぶ者あり） 

 

討論        なし 

 

採決        全員一致で継続審査すべきものと決定した。 

 

 

※請願第２３－13号 原発から撤退し、自然エネルギーへの転換を求める意見書の提出を求め 

ることについての請願事項の３ 

 

意見       （「継続審査」と呼ぶ者あり） 

 

討論        なし 

 

採決        全員一致で継続審査すべきものと決定した。 
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※所管事項 

質疑 

 

（やまなしエネルギー地産地消推進戦略について） 

仁ノ平委員  まず、本会議の御答弁の中で、太陽光発電が短期目標を大幅に上回ることが見

込まれるとの御答弁がありましたが、この御答弁で太陽光発電の状況はわかりま

した。これに関係してエネルギーの地産地消のロードマップ全体の進捗状況とい

うのを伺いたいと思います。 

 

井出エネルギー政策課長  

ロードマップ全体の進捗ということでお尋ねをいただきまして、太陽光発電が

ロードマップの中では最も大きなウエートを占めているところでございます。そ

の進捗につきましては、短期目標２０１５年の目標であります１６万キロワット

を大きく上回りまして、２０万キロワットということがここで達成されたところ

でございます。ほかに、小水力、水力発電をクリーンエネルギーの地産地消の目

標としてロードマップに掲げてございますが、そのいずれにつきましても小水力、

水力ともにほぼ横ばいの状態で推移しているところでございます。 

 

仁ノ平委員  太陽光発電を中心として、ほぼ順調に目標に向かって進んでいるとの御答弁だ

ったと思うのですが、現在、国では再生可能エネルギーの導入拡大のために固定

価格買取制度を実施しておりますね。その制度ですが、買い取り制度の見直し、

中でも特に買い取り価格の見直しを国は開始したと聞いております。今後、国の

施策の動向について県はどのように把握しているのか伺いたいと思います。 

 

井出エネルギー政策課長  

現在、国の見直しの経過につきましては、次のように承知をしております。ま

ず、エネルギー基本計画におきまして再生可能エネルギーの導入は今後も積極的

に推進すると明言をされました。しかし、現時点ではまだ具体的な数値目標、全

体のエネルギーの中でのどの程度進めるかという目標は示されておりません。そ

こで国としましてはエネルギー小委員会の中で具体的な数値目標を含めて、どの

程度積極的に導入していくのかという具体的な数値を検討していくということ

が１点であると承知をしております。その導入の数値を見定めるに当たりまして

は、現在、国民の負担が一番問題となっていると承知をしております。これは固

定価格買取制度が全て国民の電気料金に負担を求めて、その負担によって成り立

っている制度になっているからでございます。この費用負担につきましては、昨

年度、３,５００億円、本年度につきましては６,０００億円を超えると見込まれ

ると報道されております。この非常に増加していく費用負担につきまして、いか

に抑制していくのかというのが第２点目の検討課題と承知しております。そのほ

か、電力全体の安定供給の課題で、再生可能エネルギーの導入を促進するための

技術革新についての課題など、トータルに全ての再生可能エネルギーの電源に対

しまして検討がなされて、本年中には結論が出される見込みであると承知をして

おります。 

 

仁ノ平委員  エネルギー政策は第一義的に国の政策によるものですので、国の検討の状況を

伺ったわけです。国民の費用負担がふえているということで、価格の見直しをさ

れているというお話でした。中でも太陽光発電については当初、導入拡大のため

にかなり高い値段での買い取りが設定されていたと思います。それが見直しをす
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る時期に来ているというふうに私は承知しております。 

  まあまあ順調に進捗してきた本県の地産地消に向けての営みですけれども、仮

にこれから国が明年度以降、太陽光発電の買い取り価格を抑制していくとすると、

県の地産地消推進戦略にもブレーキがかかるというか、何らかの大きな影響があ

ると思うんですよね。そういう意味で太陽光発電が主力になって県の地産地消を

進めてきたけれども何らかの考え方の変更も必要だろうと。あるいは、本議会で

問題になりましたように、太陽光発電はクリーンエネルギー、再生エネルギーと

して是な面も多いわけですし、日照時間日本一の本県としてはもちろん無視はで

きないわけですが、例えば防災上の危険性であるとか、大規模開発であれば景観

形成の問題であるとか、あるいは自然破壊であるとか、さまざまな問題もまた明

らかになってきたところで、県も特に富士山との関係で規制を始めたところです。

そういう問題も太陽光発電にはある中で、本県では太陽光発電が再エネの利用を

拡大してきた。そういう状況の中で、県はどのようにこれから先、地産地消戦略

を進めていくのか、ちょっと見直しも必要ではないかという気が私はしています

が、その辺についての今後の見解を伺いたい。 

 

井出エネルギー政策課長  

固定価格買取制度の見直しにおきましては、委員御指摘のとおり、太陽光発電

につきましてはこれまで高い価格であったという点から、これが引き下げになる

という可能性は十分にあると考えております。この理由といたしましては、太陽

光発電のシステムの価格というものが、大量生産、大量導入に伴いまして大分コ

ストダウンが図られているという現状がございます。これによりまして、買い取

り価格の積算根拠でありますシステム導入費用、これが縮小していくということ

になりますので、やはり買い取り価格は恐らく太陽光については下がるというの

が一般的ではないかと思います。 

  そういたしますと、これにつきましても委員御指摘のとおり、これまで太陽光

発電の導入がロードマップの中で大きな位置を占めております。そうなりますと、

固定価格買い取りの高い価格によってこれまで推進が図られてきたとしますと、

ここでブレーキがかかるんではないかということは、御指摘の点は確かにあろう

かと思います。その点につきましては、国の現在、検討が始まったところですの

で、その国の検討を踏まえた上で、これまでの地産地消戦略、細かな施策を含め

まして、どのような点に問題があったのか、あるいは今後どのような点を進める

べきなのかということを具体的に検証させていただきたいと思っております。 

  また、さまざまなメガソーラー等の導入に伴っていろいろな問題があるという

点につきましては、いろいろな課題があると承知をしておりますが、それらにつ

きましても適切な導入を進めていく上で必要なことにつきまして十分な検討を

してまいりたいと考えております。 

 

仁ノ平委員  もちろん私も、そして全ての委員もそうだと思うんですが、エネルギーの地産

地消戦略については是と思っています。しかし、国のいろいろな動向の変化もあ

るし、山梨県の中でも太陽光による問題もさまざま出てきておりますので、また

買い取り価格の変更、国の政策の変更もあるようです。そんなことをぜひ慎重に

見極めながら、時には大胆な見直しというものも恐れずやっていただいて、県の

政策を推進していただければと思います。 

 

       （メガソーラー発電施設の開発について） 

中村委員  今、仁ノ平委員の言ったことは非常に大事なことだと思いますよ。もちろん、

進めなければならないことはわかる。ただ、大規模な開発があると、いろいろな
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弊害が出てくる。私は、代表質問の中で、心配してその点についても質問で触れ

たんですよね。そのときに大規模メガソーラーの自然景観との調和について質問

したときに、県の答弁は、富士北麓地域では自然環境の保全条例を改正している

と、富士北麓ね。そして、対策を強化したという答弁があった。それで、他の地

域については、将来に地元市町村を加えた検討チームを設置し、適切に対処する

という御答弁があったんですが、他の地域とは、それから、これは具体的にどこ

を指しているのか。これは再質問したかったのですが再質問しなかった。だから、

今、仁ノ平委員からいい質問が出たので、あわせて僕もお伺いしたいんだけど、

このことについて答弁をお願いいたします。 

 

井出エネルギー政策課長  

本会議で答弁をいたしました他の地域につきましては、甲斐市にございます旧

双葉町の菖蒲沢地区のメガソーラー開発についてでございます。 

 

中村委員  このメガソーラーの規模、面積というのは具体的にはどのような計画ですか。 

 

井出エネルギー政策課長  

菖蒲沢地区においてのメガソーラーの開発の規模についてでございますが、２

９ヘクタール規模のものが４カ所予定されていると承知をしております。発電の

規模につきましては、１カ所当たり１２メガから１７メガ、全体で６０メガクラ

スのものが４カ所でできるものと承知をしております。 

 

中村委員  大規模なものだね。この２９ヘクタールが４カ所できるということになると、

これは大規模開発ですよね。そこで心配されるのが結局、先ほど仁ノ平委員が言

った防災の問題、それから自然環境の問題、そういうところに、今後、計画とす

れば、今の施設が２０年設置されるということになれば、これは地元の人だって、

当然心配する声が出てくると思うんですが、このことについて県としてこれから

どのような問題があるのか、考え方についてお伺いします。 

 

井出エネルギー政策課長  

この菖蒲沢地区の開発につきましては、地元甲斐市議会におきましても質問等

がされております。その趣旨につきましては、委員御指摘のとおり、水害等の災

害を懸念するものであります。この開発に伴っての一番の問題は、私どもといた

しましても、まず自然災害。山林を伐採することによって失われます山林の保水

機能、土砂流出防止機能がどの程度影響を及ぼすかということが一番心配になっ

てくるかと思っております。さらに、非常に大きい規模になってまいりますので、

この周辺、あるいは遠方から見た場合のいわゆる景観の問題、これにつきまして

も、このまま開発するということになったら何らかの問題があるのではないかと

考えております。また、計画地の真ん中に東川という川がございます。両方の計

画地のさらに外れにも坊沢川、燕沢という川に挟まれた地形での開発になってお

ります。そうしますと、土砂の流出に伴いまして河川へ与える影響というものも

十分考えられます。それらの課題につきまして、甲斐市を交えた庁内検討チーム

できちんとした検討をしてまいりたいと考えております。 

 

中村委員  環境アセスの問題も当然やってきているんですよね。それはどうですか。 

 

井出エネルギー政策課長  

県の環境アセスの条例に基づきまして、３０ヘクタール以上の開発規模のもの
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につきましては環境アセスの対象となるとされているところでございます。今回

の開発につきましては、２９ヘクタールということで、これまで２つのエリアに

つきまして、環境アセスの対象にするかどうかという申請に基づく検討がなされ

ました。本年の１月から２月にかけてこの検討が行われまして、２月の段階でま

ず２つのエリアにつきましては、環境への影響はそれほど大きくないと判断をさ

れまして、環境アセスは行わないという判断が下されました。他の２カ所につき

ましては、ことしの５月になりましたところで環境アセスの対象にするかどうか

ということで事前の相談を受けている段階でございますので、これにつきまして

は今後、事業者との打ち合わせの中で環境アセスを適用していくのかどうなのか

という検討が進められるものと承知をしております。 

 

中村委員  その辺非常に心配しているんです、局長。この環境アセスについては、やはり

なかなか難しい問題もあると思う。しかし、これをしっかりしていかないと、こ

れからこの２９ヘクタール４カ所以外に県内各地で、こういう問題が非常に出て

くると思うんですよね。あちこちで。そうなった場合には、例えば事業者が工事

に着手する前に迅速にその問題に対する指導を行う必要もあると思うんですね、

あわせて。環境アセスについても当然、検討を加えていかなければならないとい

う問題があると思うんですが、これは、これから県に課せられた大きな課題だと

僕は思うんですよ。これに対して、小林局長、どういう形でやっているのか。こ

れはエネルギー局として大変なことだと思うんですよ。そのことについてどうで

すか。もしお考えがあれば。 

 

小林エネルギー局長 委員御指摘のとおりでございまして、やはり私どもは事業者の計画をいか

に早く、迅速に察知するかということが重要でございますけれども、現在の仕組

みの中では、国で事業認定を受けた事業者につきまして情報の開示を受けること

ができておりません。それで、知事を先頭に国に今年度、情報提供を地元自治体

にするべく要望しているところでございますが、なかなかそれが実現しないとこ

ろがございまして、さまざまな林発等々の県への手続きが始まったところで初め

て計画がわかるという事態で、後手後手に回っている実情がございます。そうい

うところはまた継続しまして全国知事会等に働きかけまして、このメガソーラー

の大規模な開発につきましては、事前に情報を察知できるような仕組みにさせて

いただきたいということを考えております。 

 

中村委員  これから全国知事会等でその問題については、県当局として積極的に国に働き

かけをするという局長からの答弁がありましたので、それは本当にいいことだと

思うんですよ。遅くならないうちに早く手を打たないと、もう県内あちこち大規

模開発が出た場合には、これは情報開示があればいいですよ。事前に押さえるこ

とができるけれども、それがないということですから、これは国が法律なり、ま

たは県が条例なりをつくってある程度規制をしていかないと、この問題について

はなかなか難しい問題があると思いますので、ぜひ、局長の今の答弁のように、

県が前向きにやっていただきたいと思います。 
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主な質疑等 産業労働部・労働委員会 

 

 

  ※第１０８号 平成２６年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政産業観光委会 

関係のもの 

 

質疑 

 

（やまなしものづくり産業雇用創造プロジェクト推進費について） 

望月委員  これは、国の戦略産業雇用創造プロジェクトのことにつながって６月補正でこ

れだけの予算を計上したわけでございますが、全てものづくりの支援事業の中で

の予算だと思いますが、雇用情勢の非常に厳しい現在、山梨においても安定的で

良質な雇用を創造するため、国が創設したこの戦略産業雇用創造プロジェクトに

伴って、山梨県としてはこの事業を６月補正で組んで進めていくと思うんですけ

ど、この事業について要件は何か、また、全国では何件ぐらいが国の指定を受け

ているのかお聞きしたいのですが。 

 

遠藤産業政策課長 国の採択要件といたしましては、まず、有効求人倍率の全国平均以下、もし

くはリーマンショック前後ということで平成１９年度の平均と、その後の平成２

３年若しくは平成２４年度の平均求人倍率の回復割合が全国平均以下の道府県

を対象としてございます。また、３３道府県が対象となってございます。 

  なお、２つ目の質問で、全国でどのぐらい採択されたかということでございま

すけれども、本県を含めましてこれまで２０道府県が事業採択を受けてございま

す。 

 

望月委員  答弁の中で３３道府県の中で２０道府県がその裁定を受けたということでご

ざいますが、この山梨県も国の採択を受けてこの事業が進んでいると思うんです

けど、その中で、初年度からの事業費として２億２,５００万円余りが計上され

ております。また、単純計算では３年間で総額９億円余りの事業になると思われ

る状況ですけれども、このプロジェクトを実施するに当たり、山梨県ではどのよ

うな狙いをもって事業として実施するのかお聞きします。 

 

遠藤産業政策課長 リーマンショックや円高などの進展によりまして、製造業の海外圏や国内で

の製造拠点の集約が強まっていくなど、本県の産業は大きな影響を受けてござい

ます。また、県内の中小企業が、今後持続的に発展していくためには、新たな産

業分野に積極的に挑戦していく必要があるということでございます。今般、国が

８割という高率な補助制度を創設したものでございますので、これを活用するこ

とといたしまして、主力産業である機械電子関連産業の体質強化と成長産業の育

成強化によりまして、安定的で良質な雇用の創造を図ることとしたものでござい

ます。 

 

望月委員  国が８割と、非常に効率のいい事業じゃないかと思いますが、これから山梨県

の雇用創出という中で、中小企業の山梨県産業振興ビジョンの１１分野の中で、

クリーンエネルギー、スマートデバイスや複合、生産機器システム等の産業、そ

れから医療機器等４点を重点項目に挙げて、この事業を進めていくということで

ございますが、その中でやはり雇用を第一に考えてもらいたいですが、今言った

４つの分野に分けて重点的に事業を実施するわけですけれども、産業の育成と雇

用の確保を図ると想定したその根拠、理由を伺いたいと思います。 
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遠藤産業政策課長 ４つの成長分野を選定した理由でございますが、国の制度も安定的で良質な

雇用を創造するため、製造業を中心とした地域独自の取り組みを支援することと

されてございます。県といたしましても、委員が御指摘のとおり産業ビジョンで

１１の産業を示してございますが、本事業ではそのうち他の業種と比較しまして

賃金水準も高いなど、安定的で良質な雇用を創造する業種でございます製造業関

連の４つの分野を指定したものでございます。 

 

望月委員  特にこれから医療機器、介護機器、時代に見合ったそうした企業の山梨県の参

入は、知事も頑張っていただいて、関西のニプロさんが撤退した企業の後へ入っ

てくるということでございますが、こうした企業を十分にこれから山梨県でも活

用していただきながら、また、山梨県へ立地してもらえるような、そうした一つ

の基本になればと思うんですけど、昨年の８月にも立地企業の再編整理が相次い

でおりますが、有効求人倍率も平成２０年度以後、６年連続して１倍を下回ると

いう非常に残念な山梨県のこうした状況がありまして、若者の定住化、企業の定

着、誘致、そういったものにも大きな影響が出るのではないかと思いますが、極

めて厳しい状況が続く中で、本プロジェクトによる具体的な効果を今後どのよう

に産業労働部では有効的なものを考えているのか、その中でまた取り組みをして

いくのか、矢島産業労働部長さんにその辺の決意をお聞かせいただきたいと思い

ます。 

 

矢島産業労働部長 本県のものづくり産業を支えております中小企業、この皆さんがより一層発

展するためには、やはりこれまでの大手の下請という役割だけではなくて、ここ

に掲げました成長分野とされている、内需中心型の分野において、やはり自社製

品を持つような、そういう企業を育てていくということが大事だと思っておりま

す。そんな意味で、今回のプロジェクトはまさにそれを実行するために効果があ

ると私どもも確信をしておりますし、ただいま、各課長が説明いたしましたよう

に、部の各課がこの事業を、役割分担して、まさに産業労働部一丸となって取り

組んでいきたいと思っております。 

  また、県だけではなくて、推進協議会という形で経済界、大学、それから金融

機関、こういった方々もメンバーに入っていただいて、まさに地域一丸となって、

目標としております有効な成長産業の育成と雇用の確保、ということをしっかり

取り組んでいきたいと思っております。 

  ただ、成長分野への進出というのは一朝一夕にはいかないと思っております。

すぐことし成果が出るということにはならないかもしれませんが、このプロジェ

クトは３年続けてやってまいりますが、３年後には大きな成果が挙げられるよう

に頑張ってまいりたいと思っておりますのでどうぞよろしくお願いいたします。 

 

望月委員  矢島部長から本当に強い決意をいただき、また、県民も恐らく期待をするとこ

ろであると思いますが、これから３年後、中部横断道の開通、また、リニア、そ

うしたものを含めながら、山梨県の企業の雇用創出にこの計画が完全に目標を達

成するように、御尽力を賜りますようお願いしまして終わります。 

 

       （成長分野就業体験支援事業費について） 

仁ノ平委員  産の６ページ、マル新の成長分野就業体験支援事業費ですが、ここで言う成長

分野とは、先ほど遠藤課長から御説明のあった４分野全てと考えてよろしいんで

しょうか。 

 

半田労政雇用課長 先ほど産業政策課長から話をしました４つの成長分野ということでございま
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す。 

 

仁ノ平委員  求職されている方に就業体験をしていただいて、成長分野での就業を進めてい

くという事業だと理解しているのですが、約１億２,０００万円、たくさん予算

計上されているんですが、何人ぐらいの方が希望すれば就業体験ができるのか。 

 

半田労政雇用課長 この事業で求職者を支援する予定になっております人数は７０名でございま

す。 

 

仁ノ平委員  ７０名の方がどれぐらいの期間、就業体験をされるんでしょうか。 

 

半田労政雇用課長 雇用の期間は６カ月間を予定しております。 

 

仁ノ平委員  ６カ月たった後、無事めでたく就職ということになればいいわけですけど、そ

うした場合、どういう身分で就職されるんでしょうか。 

 

半田労政雇用課長 もちろん正規雇用で引き続き雇用していただくことがベストとは思っており

ますけれども、それは個々の企業によりまして状況が変わってくるかと思ってお

ります。できるだけ正規雇用として継続して雇用されるように支援をしていきた

いと思います。 

 

仁ノ平委員  成長分野ということではこの類いの事業は初めてかと思うんですが、成長分野

という枠を取り払いますと、これまでも就業体験をしていただいて就職していた

だくという事業があったと思うんですね。過去の例で伺いたいんですが、半年な

り３カ月なり、これまでいろいろな事業があったと思うんですが、めでたく就業

する率っていうのは大体どれぐらいの割合なんでしょう。 

 

半田労政雇用課長 労政雇用課では、緊急雇用の事業を活用しまして平成２２年度からやってま

いりました。その実績で申し上げますと、継続雇用の率でございますけれども、

６５％ぐらいが継続雇用していただいているという状況になっています。 

 

仁ノ平委員  いろいろな事情があるんでしょうが、ちょっと低いなというのが、今伺っての

印象です。６カ月間、この１億２,０００万円の全てではないでしょうが、ほと

んどが就業を体験される方へのお給料として支払われるわけで、そこで就職がう

まくいかないと３５％の方へは無駄な支援をしてしまうということで、ちょっと

漏れ伺うところによると、それを繰り返していらっしゃる方が少数ながらいらし

て、６カ月この勉強をしてお給料をもらい、次の事業でまた６カ月でという方が

あるよという話が先ほど控室でも話題になりまして、そうすると、７０人の枠の

中で希望しても体験できない人が出てきちゃうのではないか。あるいは、県がそ

の人たちにずっと勉強させてお給料払ってるんじゃないか、という心配もありま

すので、ぜひそこのところは、１００％というのは難しいんだけど、もっともっ

と上げていくという視点と御努力が必要に思いますがいかがでしょうか。 

 

半田労政雇用課長 これまでも就業体験の終了時には、できる限り継続雇用ができるように、い

ろいろな形で支援を行ってきたところではございます。特に今回のプロジェクト

につきましては、限られた分野の支援ということになっておりますので、機械電

子工業会、それから全体のプロジェクトの推進をします推進協議会、そういった

ところの支援をいただきながら積極的な継続雇用が行われるように協力をいた
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だきながら推進してまいりたいと考えています。 

 

仁ノ平委員  課長はそう答弁してくださったのですが、実は、これ、県が主体というよりも、

派遣の会社にお願いして、委託してやっていただくわけですよね。ぜひそこは強

力に、安定した形での雇用、それから、一人でも多くの方が研修した後、就職に

結びつくように強力に派遣会社への要請とか意識改革をして、実りある事業にし

ていただきたいと強く願います。 

 

半田労政雇用課長 先ほど申し上げましたとおり、ものづくりに限った求職者を集めて研修をし

て、最終的には雇用に結びつけていくというプロジェクトでございます。したが

いまして、ある程度そういったことに興味関心のある方が応募をいただけると考

えております。今まで行ってきた就業体験の場合には、全ての産業分野というこ

とになりますので、目的が漠然としてしまって、なかなか就職に向けての目的意

識がしっかりと確立できないという点があったかと思います。今回はものづくり

に特化した支援事業ということですから、その辺をしっかりと踏まえまして、支

援会社の方につきましても、そういった観点で研修を組み立てながら支援ができ

るように要請をしていきたいと思っております。 

 

       （成長分野就業体験支援事業費について） 

樋口委員  タイミング的にもＡ社、Ｂ社が撤退しちゃったとか、撤退するとかいう時期で、

医療機器の会社が撤退したところに入ったとかいう話ですから、できれば今まで

のように人材派遣の会社とか、いろいろな議論をしていましたけれども、できれ

ばもう県に直接陣頭指揮をとっていただいて、この事業を成果に導いていただく

ときが来ているんじゃないかなと。それが非常に成果を上げることにつながるん

じゃないかなと、今、聞いていて思ったんですが、いかがでしょうか。 

 

矢島産業労働部長 今回のプロジェクトは、最初に御説明申しましたように、この事業全体を統

括する統括者とか、あるいは特に雇用の部分、人材については人材専問のコーデ

ィネーターをつけるというふうな形で、単に事業をするというだけではなくて、

推進組織を設けて、その中にそういったコーディネーター、あるいは統括者とい

うのを置いて、事業全体をしっかり成果を出すように、いわば進行管理していく

ということでございますので、必ず成果が出るように、しっかりと私どもも見守

りながら、人材派遣会社に丸投げで終わりということではなくて、しっかりフォ

ローしたいと思っております。 

 

樋口委員  ありがとうございます。形をつくってきちんとやらなければいけない。補助金

で、国の採択事業でありますから、それは当然でありますけど、結果として今、

抱えている本県の一番の基幹産業の危機というところが、大きく救われるような

成果をぜひこの体制で整えていただきたいと希望をします。 

 

       （燃料電池関連産業販路開拓支援事業費について） 

  ここのところ、いろいろな報道がされていまして、もうそろそろ実用化に向け

て、最大手の企業が、１,０００万円ぐらいの車で、補助金が幾らつけば実用化

になるとかというようなことになって、私たちの周りにいる一般の方々も、じゃ

あ梨大のあの研究はどういうふうに報われていくのか、とか、あるいは逆に、梨

大がやってるけど結局大手の引き合いがないと、その研究の成果が、山梨の貢献

が報われないなという話をよくするんですけれども、その辺の全体的な流れはど

うなっているのかちょっとお聞かせいただきたいと思います。 
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手塚成長産業創造課長 今、燃料電池で一番進んでいますのは定置型の燃料電池でございます。

家庭用の燃料電池でエネファームと言われているものでございます。これにつき

ましては、相当な普及台数になってきておりまして、平成２５年３月の数字でご

ざいますけれども、３万７,１７１台が全国で設置されている台数でございます。

しかしながら、全国の世帯数を考えると、まだこの普及状況でございます。それ

から、燃料電池自動車につきましては、過日も新聞報道がございましたように、

トヨタ自動車が今年末にコンセプトカーを市場に導入するということがプレス

発表されたところでございます。しかしながら、価格帯としては７００万円前後

ということなので、国の補助金が入っても５００万円を切ることがないというふ

うな状況でございます。それから、エネファームにつきましても、燃料電池自動

車につきましても、２０３０年ぐらいが本格普及期でないかというのが、国のロ

ードマップでございます。こういったことを勘案いたしますと、まだまだ大量に

製品として市場に出るというのは先のことになるというのが見通しでございま

す。とはいえ、県内の中小企業の何社かはこの基幹的な技術について山梨大学で

産学官共同研究をする等、前向きな取り組みを進めているというところでござい

ます。 

 

樋口委員  １０年ぐらい前に山梨大学に行って詳しく御説明を伺った記憶があったり、５

年ぐらい前からは、旧知事公舎をナノテクノ研究所にしてずっと続けているもの

ですから、その成果が、平たく言うと横取りされるような感覚をこういう報道が

あると県民は持ってしまって、水素ステーションについても山梨も盆地に一つ入

るのかななんていうことを思ってみたり、あるいは結局、政令指定都市に行っち

ゃうんだなということを思ってみたりして、一喜一憂しているわけでありますけ

れども、そこで今言ったような説明をぜひ県行政から発信をしていただきたいの

は、燃料電池は電気自動車だけじゃなくて、今言ったいろいろなところでこれか

ら普及が始まって、私たちの暮らしに関わるいろいろなところに効果があらわれ

てきますから、そうすると、例えば大手の自動車メーカーとジョイントできなく

ても、さまざまなところで山梨大学が中心となった開発研究が生きてくるという

ところをぜひストーリーといいますか、つなげて県民に周知をしていただきたい

と思うのですが、その辺のことについてはどのようにお考えでしょうか。 

 

手塚成長産業創造課長 まずは燃料電池自動車につきましては、実は先般、岩谷産業様のほうで

国の補助金が採択されまして、甲府地域に１カ所、水素ステーションをつくると

いうことになっております。事業者からの情報ですと、今、候補地を選定中とい

うことでございますので、間もなく、国中地域については水素ステーションがで

き、それから、先ほど申し上げましたようにトヨタ自動車が年末にコンセプトカ

ーを発表するとなれば、それに向けて普及計画をつくり、こんな形で水素社会が

近づいているというふうなこともＰＲしていきたいと考えています。 

 

樋口委員  先ほど、この事業の説明の中で、国際水素・電池展への出展等とおっしゃった

後に、本県の取り組み状況についてのセミナーを開催と話があったかと思うんで

すけれども、ぜひそれはやってほしいなと思います。周知をしていただいてやっ

てほしいと思いますが、それはどういうスケジュールですか。 

 

手塚成長産業創造課長 展示会に出展する際に、展示会に出展する事業者に対してみずからの技

術のＰＲポイントですとか、山梨大学でやっている研究開発が社会に有益なポイ

ントというものを来場した方にわかりやすく説明するような、そういったセミナ
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ーを設ける予定でございます。単純に展示会に出るということではなくて、山梨

県の取り組みを展示会を通じてＰＲできるような、そういった事業を設けてＰＲ

していく予定でございます。 

 

樋口委員  委員会の県外視察で九州に行き、福岡でも研究を進めている。そこで説明を受

けて、その後、新しく整えている住宅団地へ行って、エネファームの設置をどん

どん進めているという話を聞いたことがあるんです。キャパが違いますけれども、

山梨大学の研究がいよいよこういうふうになってくる、こういうところでも実用

化されているというようなことも経済界や産業界と連携をして、県民にお示しで

きるときが来ればいいかなと思うのですけれども、その辺についてはどうでしょ

うか。 

 

手塚成長産業創造課長 燃料電池に関する県民向けの説明、自動車を使ってということですけれ

ども、展示会ですとか試乗会をことしも３回ぐらい検討しているところでござい

ます。そこで、普及に向けての啓発パンフレット等を用いて、県民の皆さんにも

わかりやすく説明をしていきたいと思っております。 

 

       （製品開発体制整備支援事業費・実践的人材育成事業費について） 

樋口委員  先ほど、産業集積課と産業人材課の事業の中で３Ｄプリンターの話や産業集積

課で３Ｄスキャナーとありましたけれども、行政でもうこういったものを活用し

ているんでしょうか。もう少し詳しく内容の説明をお願いします。 

 

依田産業集積課長 ３Ｄプリンターは大きく分けて樹脂系と金属系というのがございます。この

前、拳銃をつくったというのは樹脂系なんですけれども、既に工業技術センター

には樹脂系のものが入っています。試験研究とか依頼試験とか、依頼してつくっ

ているようなことはやってございます。今回もっと高級なというか、まだ実際に

産業界に求められているのは樹脂系もなんですけれども、金属系が非常に求めら

れているということなので、今回新たに導入するのは３Ｄプリンターの金属系と

いうものでございます。それとあわせてスキャナー、三次元ＣＡＤシステム等を

用いて、実際にそれを企業に使っていただく。研修をして技術を習得していただ

いて、それから新たな産業とかのほうへ持っていって新たな雇用を生むと、そう

いうことで工業技術センターに設置いたします。 

 

樋口委員  工業技術センターに最先端の最新鋭のもので、産業技術短大の方にはやっぱり

同じものを設置するのでしょうか。 

 

萩原産業人材課長 工業技術センターに設置するものは、今説明があったものということで、企

業の製品開発を目的に、主に在職者向けの技術支援を主眼として高度な機種を導

入するということなんですが、産短大に設置するものは求職者、職を求めている

方の技術習得を主眼としており、あくまでも教育・訓練用ということで安価な、

低額な機種を導入して、まずそれになれていただくということを今考えておりま

す。 

 

樋口委員  安くても十分通用して、全然古いものじゃないということですか。 

 

萩原産業人材課長 先ほどから話をしております、高価なものは金属系なんですが、主に樹脂系

ということで、本当に簡単にできるものなんですけれども、そのでき上がりの構

造、そこへ至るまでの過程については考え方が同じなわけで、そういうところを
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学ぶということを考えております。 

 

樋口委員  産業振興ビジョンの求めているところの具体的な施策といいますか、必要なと

ころに予算を配分したという印象が非常にありますので、ぜひ有効に使っていた

だいて、また、私ども議員もその事業の内容について折に触れてまた詳しく教え

ていただきたいと思います。 

 

（製品開発体制整備支援事業費について） 

永井委員  ものづくりのこのプロジェクトで、企業を育てていくということが重要で、い

ろいろものづくりの部分に関して、この３Ｄプリンター、３Ｄスキャナーという

のはものすごく重要であるというふうに思っていますし、要はこれを活用できる

人間がどんどんふえていけば、新しいものづくりの一つのヒントになるというふ

うに思っているんですが、人づくりと並行をしながら、当然、３Ｄプリンター、

３Ｄスキャナー、ＣＡＤもそうですけれども、求められている企業があると思う

んですけれども、もしかしたら新しく新産業創出というようなことをよく皆さん

おっしゃるんですけれども、もしかしたら今、企業自体にはそういう情報が行っ

ていないんだけれども、もしかしたらそれを使えばもっと新しいものづくりの可

能性が広がるということもあると思うんですけれども、人づくりと並行してもの

づくりをしている企業にもう少し、情報提供が行き届くような政策というのも必

要かと思うんですが、そういうものがあるのかないのか、やっているならどうい

うことをやられているのか教えてください。 

 

依田産業集積課長 ３Ｄプリンターで言いますと、今回、全部で５０日間の研修をやろうという

ぐあいに考えていまして、それは県内企業に周知します。そのやり方としては、

例えば県庁ホームページの掲載であるとか、工業センターのメールマガジンであ

るとか、工業センターまたはやまなし産業支援機構の刊行物への掲載、または産

業支援機構の刊行物へも掲載等をして周知を図り、企業から受講者を募集すると

いうような形をとりたいと思っております。 

 

永井委員  受講者ではなくて、この３Ｄプリンターがどんなものであるとか、どういうも

のであるとか、こういうことができるよっていうようなことに関して企業に伝え

ていけば、またこれも有効的に使えると思えますし、逆にここで育てた人がもっ

と違ったところへも就職する窓口がふえると思うんですけれども、その部分に関

してはどうかということです。 

 

依田産業集積課長 先ほどの受講者という話で、掲載すると言いましたが、その中では３Ｄプリ

ンターを工業センターにリースしており、その中で３Ｄプリンターはこういうこ

とができますというのを当然入れて、そういった中で周知を図っていくというよ

うな形ですので、受講募集と同時に３Ｄプリンターの可能性についても、アピー

ルしていけるというぐあいに考えております。 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。       

 

 

※請願第２６－３号 雇用の安定と労働者保護ルール改悪反対を求める意見書の採択を求め 

ることについて 
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意見       （「継続審査」と呼ぶ者あり）（「採択」と呼ぶ者あり） 

 

討論        なし 

 

採決        まず起立採決の結果、継続審査すべきでないものと決定した。 

次に起立採決の結果、採択すべきものと決定した。 

 

 

 

※請願第２６－８号 「最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書」の採択を求め 

ることについて 

 

意見       

 

中村委員      全国一律の最低賃金制度については、今後国の動向を見極めなければなら

ない。中小企業支援についても同様であるので、継続審査ということでお願い

したいと思います。 

 

討論        なし 

 

採決        全員一致で継続審査すべきものと決定した。 

 

 

※所管事項 

質疑 

 

前島委員  いわゆる企業の撤退がこのところ続いていると。非常にマイナスの要因を肌で

感じて、若者の雇用の将来に一抹の不安を感じているんですけれども、その中で

空き工場の実態というのはどんな状況に現在あるのか、という点をお聞かせいた

だきたいと思います。 

 

依田産業集積課長 今、空き工場、私どもでつかんでいるところが約三十数件ございます。それ

だけ空き工場があるんですが、中にはかなり古いものから、最近のもの等もござ

います。その中で、最近は空き工場に対する問い合わせ等も非常にふえています。

参考までに平成２５年度、空き工場にかかわる問い合わせ、私どもに来た問い合

わせが全部で１４社から、空き工場が山梨にどこかないですかというような問い

合わせがあって、そのうち３社が空き工場に入ったと、そのような実態がござい

ます。また、本年度に入りましても空き工場に対する問い合わせが４社ぐらいあ

るということで、やはり企業は空き工場というのは最初の設備投資が非常に抑え

られると。既にインフラが整備されているのですぐ立地ができるというようなメ

リットがありますので、非常に問い合わせはふえていると、そういう状況でござ

います。 

 

前島委員  その空き工場の問い合わせがふえているということについては、引き合いがあ

るということは大変結構なことだと思いますけれども、まだ実績とすれば、３０

という数字の中での状況ですから、具体化という点ではまだ時間がかかるという
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ふうに受けとめているわけですが、このことについて県として長い間企業立地に

努めてきた。それが空き工場になっていってしまったということについては、新

たに県としても、空き工場に入っていただくために誘致支援策というものをある

程度工夫していかなければならないのではないか。そうすることによって、より

企業が問い合わせてくるという結果になってくるのではないか、という感じをし

ているんですけれども、その点についての支援策というか、新たなそういう視点

での取り組みはどうでしょうか。 

 

依田産業集積課長 まず、我々の方では、入って、中で事業を高度化するというようなことがあ

りますと、それなりの支援策がございます。また、場合によって、建物を壊して

新たに建てかえるというような場合も一部考えられます。また、空き地の部分、

土地が広くて工場が少なければ、その余った土地へ工場を建てるということも考

えられています。その場合には産業集積促進助成金が使えるという形になります。

さらに、工場はそんなに金がかからないで手に入るということがありますから、

それ以外に雇用がふえる、例えば１０人以上ふえますと、労政雇用課の方であり

ますが、雇用創出の奨励金を使うといった形で支援をしていくということでござ

います。 

 

前島委員  このことについては、若者の雇用との非常に連動的な課題だと私は思うんです

ね。いわゆる第三の成長戦略とも絡みながら、山梨の成長戦略をどう展開してい

くか。そして、空き工場をどう活用していくかという工業団地の大きな悩みの課

題とジョイントしていただいて、より若者の雇用を引きつけていけるような、対

策を可及的速やかに取り組んでいかなければいけない。そのためにはやはり産業

労働部が一丸になって、空き工場の解消に向かって企業誘致を新たに促進してい

くという取り組みを期待をしたいと思うんだけれども、産業労働部の取り組み、

所見をちょっと伺っておきたいと思います。 

 

矢島産業労働部長 やっぱり大手企業が山梨県に移転していただくということは、まさに雇用と

いう直接的に大きな効果を生むということでありますので、先ほど申しましたよ

うな立地の助成金、あるいは雇用の奨励金、そういったものをフルに活用して、

県外も含めて大手企業、あるいは成長産業分野の企業の誘致に部を挙げて取り組

んでおります。あまり報道がされないんですけれども、実は私ども企業立地の実

績の数字を見ますと、昨年の数字は、太陽光発電というのもあるんですけれども、

国の立地調査によりますと５２件ということで、全国でも９位という形で、非常

に立地は実績を上げているなとは思っておりますけれども、より雇用効果の大き

い企業についてもさらに実績が上がるように頑張ってまいりたいと思っており

ます。 

 

       （子育て就労支援センターについて） 

永井委員  今回の本会議で、質問、御回答の中にも数多く子育て就労センターは登場して

きています。子育てはしているけれども、やはり外で働きたいという希望をして

いるお母さんにはとても有用な施設であるというふうに思います。本年の秋ごろ

から開設予定ということなんですけれども、この情報が出てきたのがちょうど２

月の議会のときなので、春先に出て、その開設を心待ちにしているお母さんたち

も数多く私の周りにもおります。できるだけ早い開所が望まれるんですけれども、

この開所の時期というのを、秋とは言わずにもう少し前倒しするということがで

きないのか、まず伺います。 
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半田労政雇用課長 これは県だけで施設を設置して運用していくというものではございませんで、

労働局と一体となって、一つの施設を運営していくという性格のものでございま

す。そういったことで労働局と鋭意調整をして、開設の準備を今、進めていると

ころでございます。したがいまして、県だけで設置するということであれば、あ

る程度、日程を前倒しというようなことも可能かとは思うんですけれども、相手

がいることでありますので、慎重に調整をして、開設の準備を進めているところ

でございます。 

 

永井委員  開設の準備を進めているということなんですけれども、今、県と労働局の間で

話し合われて、内容は当然、具体的に今からいろいろと秋までに詰めていくと思

うんですけれども、組織みたいなものがあれば、どういう形で、例えば担当委員

がいるのか、それとも県の職員と労働局の職員が一つになって、何かグループで

やっているのか。その辺の組織的な部分と内容を教えてください。 

 

半田労政雇用課長 内閣府のほうからの提案であります一体的な実施という仕組みの中でセンタ

ーを設置するということになっております。したがいまして、そういうセンター

を設置する場合には、関係者で協議会を設置して運営の方法、内容、経費負担の

問題などを協議するようにという指示がございます。既に子育て就労支援センタ

ーの前に、求職者総合支援センターというものがありますから、そこで設置をい

たしました協議会がございますので、その協議会を活用いたしまして検討をして

いくという手立てになっております。もちろん、その前段階の事務的な打ち合わ

せは労働局と県とで相対で協議を進めているところでございます。 

 

永井委員  その協議会で一つ御意見として、ぜひそこで話し合っていただきたい事項があ

るんですが、自分たちの会派はいろいろなところでタウンミーティングを行って

いるのですけれども、富士北麓地域で女性の方たちとタウンミーティングを行っ

たときに、この子育て就労支援センターというものがあるということを、この秋

にできるということをお話ししたら、子育て中の母親が子供を連れて甲府市のＪ

Ａ会館のところまで来るのというのは、非常に大変であるというような声を伺い

ました。できたら北麓地域にも１カ所窓口を設けてもらえないかという話だった

のですが、同じような子育て就労支援センターを設置している都道府県で、福岡

県は４カ所、就労支援センターを設置をしているんですけれども、人口の問題も

あると思うんですが、全域で福岡県ではこの相談を受けることができると。設置

はなかなか難しい、予算の部分はあると思うんですけれども、３カ月に１回でも、

２カ月に１回でも、例えば相談会みたいなものを開いていただければ、そこのと

きにハローワークに来てもらうというようなことも、ぜひ検討に入れていただき

たいなと思うのですが、御所見を伺います。 

 

半田労政雇用課長 ＪＡ会館の中に子育て就労支援センターを設置していこうという検討を始め

た段階で、やはり今、御指摘のようにお子様を持っているお母さんが電車に揺ら

れ、あるいは車に乗って１時間、あるいはそれ以上かけて実際に就労の相談に来

るというのは現実的には難しいのかなという思いもありました。そういったこと

で県内に複数の箇所の設置をというふうな思いもあったんですけれども、やはり

費用対効果ということも片方で考えていかなければならないと思っております。

そういったことで、ＪＡ会館のほうで実施をして、その実績を勘案しながら２つ

目、３つ目というふうな形で設置ができないかどうかということを今後検討して

いきたいと思っております。いただきました御意見を参考にさせてもらいながら、

協議会の方でもしっかりと検討してまいりたいと思っております。 
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永井委員  本当に働きたいと思っているお母さんの中では、この就労支援センターという

のは相当期待がかかる部分でありますので、この設置が進んで事業が実施された

後に、その結果を生かしながら、北麓地域に設置となるといろいろなハードルが

あると思うんですけれども、せめて相談会ぐらいの検討をぜひしていただきたい

と思います。 

  最後にこのセンター、子育て就労支援センターということで、お母さんが対象

だということを伺っております。子育てをしている両親というのは、実は母親だ

けではなくて、子育てのために仕事を中断している父親というのも少数ながらお

るわけで、このセンターの利用は、父子家庭の家、父親が一人で子育てをしなが

ら働いているお父さんたちにも、センターを有効的に利用してもらうべきだと考

えますけれども、そのようなお父さんたちの支援について県の御所見を伺います。 

 

半田労政雇用課長 本会議等で御質問は、質問の趣旨からお母さんというふうな御説明を、答弁

をさせていただいたところです。このセンターにつきましては、お父さんであっ

ても、子育て中の方を対象に支援をしていくという趣旨で設置をしていきたいと

考えておりますので、子育て中のお母さんやお父さんを対象に支援をしていきた

いと思っております。 

 

永井委員  福岡は、女性のための就労センターみたいなのがタイトルでのっかってしまっ

ているので、ぜひ山梨県では、今、課長の答弁にもありましたけれども、お父さ

んたちも子育てを一生懸命頑張っている家庭がありますので、ぜひよろしくお願

いします。 

 

 

 

その他    ・本委員会が審査した事件に関する委員会報告書の作成及び委員長報告並びに調

査報告書の作成及び調査報告については委員長に委任された。 

       ・閉会中もなお継続して調査を要する事件については、配付資料のとおり決定さ

れた。 

・閉会中に実施する県外調査の日時、場所等の決定は委員長に委任され、８月２

７日～２９日の間実施することし、場所等については後日通知することとした。 

 

以  上 

 

 

                       農政産業観光委員長 塩澤 浩 


